
協議会＜県資料２＞





















































○現状の水害リスク情報や取組状況、課題の共有

　① 情報伝達、避難計画等に関する事項
鳥取市 岩美町 若桜町 智頭町 八頭町 鳥取県 気象庁鳥取地方気象台 国土交通省中国地方整備局 課題のまとめ

現
状

・総合防災マップを作成し、
住民へ危険箇所を周知してい
る（市報配布世帯に各戸配
布）。
・日本語版と英語版を作成
し、外国人についても周知し
ている。
・協定締結施設において総合
防災マップを配布している。
・市ホームページへもマップ
の内容を掲載している。
・ＦＭラジオやＣＡＴＶによ
り随時広報している。
・防災講習会等で周知してい
る。
・内水浸水想定区域図の作
成・公表に向け作業を進めて
いる。

・防災行政無線、町ホーム
ページ、町CATV網などの活用
して周知している。
・ハザードマップにより地域
ごとの浸水リスクを周知して
いる。

 ・防災ハザードマップを更新
し、浸水想定区域を掲載した
ハザードマップを全戸配布し
た。
・町ホームページではweb板
ハザードマップを掲載し、浸
水想定区域、土砂災害警戒区
域等を切り替え表示できるよ
うにした。（英語版も掲載）
・支え愛マップづくりでの周
知を行っている。

・浸水想定区域や土砂災害警
戒区域等を掲載した防災マッ
プを全戸に配布している。
・防災行政無線、町HP、町
CATV等で周知している。

・水位周知河川については、
計画規模降雨における洪水浸
水想定区域図は公表済であ
り、これらの想定最大規模降
雨における想定区域図も公表
をしている。
・水位周知河川以外の河川に
ついては、浸水範囲を明記し
た鳥取浸水リスク図について
公表している。

・平成28年6月に想定最大規
模降雨による浸水想定区域図
を公表し、ホームページで公
開している。
・千代川NEWSや水防連絡協議
会で雨量・水位の取得方法や
浸水想定区域図の情報取得に
ついて情報提供している。
・平成29年5月よりプッシュ
型洪水予報配信を開始してい
る。
・R2より取り組んでいる流域
治水の一環として、水害リス
クマップの公表をR4に予定し
ており、R7までに内外水一体
のリスクマップの公表を予定
している。

課
題

・周知した情報が住民へ正確
に伝わっているかどうか把握
できていない。
・河川管理者とのホットライ
ンを活用し、今後の河川水位
等の情報収集に努める必要が
ある。
・内水浸水想定区域図を作
成・公表し、浸水リスクを住
民に周知する必要がある。

・各地域の地元住民からなる
自主防災組織、消防団などに
よるサイレン、鐘、口頭など
の手段も想定する必要があ
る。
・孤立想定地域に対しては、
衛星携帯電話、移動系防災行
政無線の設置も検討する必要
がある。

・浸水想定区域内の住民が浸
水リスクをどれほど認識して
いるか検証し、必要に応じて
周知する必要がある。

・住民の理解度を確認できな
い。

・外国人、障がい者等へ確
実・迅速に伝達する体制の整
備を検討する必要がある。

・水位周知河川については、
想定最大規模降雨における洪
水浸水想定区域、家屋倒壊等
氾濫想定区域等を既に公表し
ているが、住民に浸水リスク
を認識していただく必要があ
る。
・公開している情報が住民に
わかりやすい情報となってい
るか疑問である。

・今後も浸水想定区域図や
プッシュ型洪水予報、水位・
雨量等の情報取得方法など周
知し、地域住民の理解を深
め、避難行動につなげていく
必要がある。

課
題

・河川管理者等との情報共有
により、的確な水位予測など
の情報を得ながら対応するこ
とが重要である。
・堤防の決壊や越水などが予
見された後に対応することは
難しいことから、予め決壊箇
所毎の浸水域や浸水深をシ
ミュレーションした結果を地
図など視覚的に整理しておく
ことが必要である。

・的確な水位予測のため、河
川管理者をはじめ地元消防
団、自主防災組織等との情報
共有、そのための手段の確立
が重要である。

・水位情報について、水防団
待機水位、氾濫注意水位まで
しかなく、それ以後の情報は
町職員、消防団員等の巡回に
よる情報のみである。

・水防団待機水位、河川氾濫
注意水位のデータによる判断
では住民への周知が遅れる場
合がある。職員や水防団の巡
回による早めの情報収集が不
可欠である。

・河川管理者等との情報共有
により、的確な水位予測など
の情報を得ながら対応するこ
とが重要である。

・防災行動計画（タイムライ
ン）及びホットラインの運用
を開始したばかりであり、今
後の運用上の問題点等の検証
が必要である。

・防災行動計画（タイムライ
ン）及びホットラインの運用
を開始したばかりであり、今
後の運用上の問題点等の検証
が必要である。

・洪水予報等について、的確
な情報をリードタイムの取れ
た適切なタイミングで発表で
きているか十分に把握できて
いない。
・重点監視箇所の水位情報等
については情報連絡系統が整
備されていない。

項　目

想定され
る浸水リ
スクの周
知

・ハザードマップ等の目的や
使い方が住民に十分理解され
ていないことが懸念される。

・外国人、障がい者、孤立地
域等に対して確実・迅速に伝
達する体制の整備を検討する
必要がある。

・河川水位や降雨等の状況に
応じて、水防に関する「水防
警報」を発令し、避難等に資
する「洪水予報」を鳥取地方
気象台と共同発表することと
している。「水防警報」、
「洪水予報」等については鳥
取県に通知するとともに、鳥
取市へも直接情報提供を行う
こととしている。（FAX、
メール）
・堤防の決壊・越水等の重大
災害が発生する恐れがある場
合に、事務所長から鳥取市長
に対してホットラインにより
情報提供を行うこととしてい
る。
・千代川水害タイムラインを
策定し、関係機関へ情報提供
を行うこととしている。

・河川水位や降雨等の状況に
応じて、避難等に資する「洪
水予報」を鳥取河川国道事務
所と共同発表することとして
いる。（FAX、メール）
・気象警報・注意報及び情報
を適切なタイミングで発表す
ることとしている。
・特別警報を発表する場合
に、気象台長から鳥取市長に
対してホットラインによる情
報提供を行うこととしてい
る。

・県ホームページで雨量・水
位等に関する情報を提供して
いる。
・水位周知河川については、
避難判断の目安となる避難判
断水位や水防活動の指標とな
る水防警報等を市町等に伝達
している。
・市町の首長と事務所長間等
でホットラインを構築してい
る。
・各水位を水位到達メールで
水防担当者に自動配信してい
る。

・洪水や浸水が予想される場
合は、関係機関のホームペー
ジ等を確認し情報収集に努め
ている。

・洪水や浸水が予想される場
合は、関係機関のホームペー
ジ等を確認し情報収集に努め
ている。

・関係機関のホームページ等
から情報を収集。

・関係機関のホームページ等
から情報を入手している。

・洪水が予想される場合は、
関係機関のＨＰ等を確認して
情報収集に努めている。

現
状

洪水時に
おける河
川管理者
等から関
係機関へ
の情報提
供等の内
容・タイ
ミング

・防災行動計画（タイムライ
ン）及びホットラインについ
て、今後の運用しながら検証
し、必要に応じて改善を図っ
ていく必要がある。

・水位観測箇所で避難判断水
位等が設定されていない箇所
があり、住民避難や水防活動
に十分に活かされていない。

・市町村と河川管理者等と情
報共有し、予め情報等を整理
しておくことが必要である。

別紙－１
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鳥取市 岩美町 若桜町 智頭町 八頭町 鳥取県 気象庁鳥取地方気象台 国土交通省中国地方整備局 課題のまとめ

現
状

・地域防災計画に発令基準を
定めている。
（避難指示）
・大路川、野坂川、塩見川、
河内川、勝部川、日置川で、
避難判断水位を超え、なお水
位の上昇のおそれがあると
き。
・堤防の決壊につながるよう
な漏水等を発見したとき等

・地域防災計画に発令基準を
定めている。

・水位が堤防まで１ｍを超
え、なおも水位の上昇が見込
まれるとき。
・役場職員、消防団員の巡視
情報等で堤防の決壊につなが
るような漏水等を発見したと
き。
・河川監視カメラの情報。

・地域防災計画に発令基準を
定めている。

・地域防災計画に発令基準を
定めている。

・地域防災計画に発令基準を
定めているが、河川水位のみ
ならず水位上昇速度、降雨や
雨域の変化、上流部の雨量
等、気象条件を総合的に判断
して発令している。
・国ガイドラインと県の避難
指示等の判断基準となる水位
が不整合のため、市町村が混
乱しないよう、本県内の当面
の運用基準について市町村に
周知している。

・避難勧告等の発令の目安と
して、鳥取市及び八頭町と共
同でタイムラインを作成して
いる。

課
題

・洪水規模に見合った、段階
的な基準を作る必要がある。
・水位周知河川以外の避難判
断基準がない。

・支流域の情報は、河川監視
カメラ、住民からの情報提供
や巡視の状況報告になり、対
応が遅れる可能性がある。

・出水時においては、県管理
河川だけでなく、千代川直轄
管理区間、その他河川、急傾
斜地等も危険な状況が想定さ
れ、避難指示等の判断が難し
い。

・現時点では、国ガイドライ
ンと県の避難指示等の判断基
準となる水位に不整合があ
る。
・市町村長に対し、助言を行
う者の育成（増員）が必要で
ある。
・県も市町職員の研修に積極
的に関わり、防災担当者の育
成に努める必要がある。

・タイムラインについては、
計画規模洪水の洪水波形で
リードタイムを設定している
ため、想定最大規模洪水では
リードタイムが確保できな
い。

現
状

・市防災行政無線、市ホーム
ページ、ＣＡＴＶ、緊急速報
メール、あんしんトリピー
メール、鳥取市防災ラジオ、
テレビ・ラジオ等放送事業者
への放送依頼、消防団や広報
車による巡回広報等により情
報伝達を行っている。
・自主防災会や消防団幹部に
は防災行政無線の戸別受信機
を配備し、情報伝達の整備を
行っている。

・防災行政無線、町ホーム
ページ、町CATV網、消防団や
広報車による巡回広報等で情
報伝達を行っている。

・防災行政無線、町ホーム
ページ、IP告知端末により情
報伝達を行っている。

・防災行政無線、IP告知 端末
放送、町ホームページによる
伝達と、職員、消防団等によ
る巡回広報を行っている。
・支え愛マップづくりなどで
あんしんトリピーメールやテ
レビなどによる災害情報の活
用をお願いしている。

・防災行政無線（屋外、戸
別）、町ホームページ、
CATV、緊急速報メール、トリ
ピーメール、Lアラート、SNS
等による伝達、消防団等によ
る巡回広報を行っている。

・水位情報や水防予警報をあ
んしんトリピーメール、Ｌア
ラートで配信している。
・河川水位、ライブカメラ等
の情報は、県ホームページ、
地デジデータ放送、ＣＡＴＶ
等で発信している。

・気象情報等を自治体や報道
機関を通じて住民等に伝達し
ている。
・気象情報等を気象台ホーム
ページで配信している。
・特別警報は緊急速報メール
で配信している。
・気象庁ホームページのキキ
クル(危険度分布)において視
覚的にわかりやすく色分けを
し危険な地域を表示してい
る。

・水位情報や水防予警報、ラ
イブカメラ等の情報を事務所
ホームページや防災情報ホー
ムページで配信している。
・河川のＣＣＴＶ画像をＮＨ
Ｋや地元ケーブルテレビ等に
提供している。

課
題

・事態の切迫性やとるべき行
動について、住民へより分か
りやすい情報となっていな
い。（防災情報の意味や、そ
れによりとるべき行動が分か
りにくい）
・地域の自主防災会等への情
報提供を的確に行う必要があ
る。
・外国人や避難行動要支援者
等へ的確・迅速に伝達する体
制を検討する必要がある。

・屋外スピーカーの各所への
設置は行っているが、山間部
ゆえの難聴箇所への対応を検
討する必要がある。

・防災行政無線による情報伝
達は、戸別受信機は問題ない
が、屋外拡声装置では雨音や
風音により聞き取りにくい場
合がある。
・ＩＰ告知端末による情報提
供は、対応可能な職員が限ら
れるため提供の遅れが懸念さ
れることから研修の実施が必
要である。

・外国人や避難行動要支援者
等へ的確・迅速に伝達する体
制を検討する必要がある。
・河川防災担当職員を対象と
した研修の実施が必要であ
る。

・事態の切迫性やとるべき行
動について、住民へより分か
りやすい情報となっていな
い。
・外国人や避難行動要支援者
等へ的確・迅速に伝達する体
制を検討する必要がある。

・事態の切迫性やとるべき行
動について、住民へより分か
りやすい情報となっていな
い。（防災情報の意味や、そ
れによりとるべき行動が分か
りにくい）
・外国人や避難行動要支援者
等に対しても、的確・迅速に
伝達する体制を検討する必要
がある。
・防災情報の意味が理解され
ず、とるべき行動に繋がって
いない。

・事態の切迫性やとるべき行
動について、住民への普及啓
発が降充分。
・住民自らが必要な情報を取
得できていない可能性があ
る。
・インターネットが使えない
住民への情報伝達方法が課
題。

・事態の切迫性やとるべき行
動について、住民へより分か
りやすい情報となっていな
い。（防災情報の意味や、そ
れによりとるべき行動が分か
りにくい）
・各機関がホームページ等で
個別に情報提供を行ってお
り、住民はどこのホームペー
ジを見れば良いのか分からな
い。
・避難行動要支援者利用施設
や企業等への個別の情報伝達
を検討する必要がある。

住民等へ
の情報伝
達の体制
や方法

・事態の切迫性やとるべき行
動について、住民へより分か
りやすい情報となっていな
い。（防災情報の意味や、そ
れによりとるべき行動が分か
りにくい）

・地域の自主防災組織等のみ
ならず、外国人や避難行動要
支援者等に対しても、的確・
迅速に伝達する体制を検討す
る必要がある。

・住民自らが必要な情報を取
得できていない可能性があ
る。

項　目

避難指示
等の発令
基準

・出水時においては、県管理
河川だけでなく、その他河川
や急傾斜地等も危険な状況が
想定され、避難指示等の判断
が難しい。

・洪水規模に応じた段階的な
発令基準を検討する必要があ
る。

・市町村長に対し、助言を行
う者の育成が必要である。
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鳥取市 岩美町 若桜町 智頭町 八頭町 鳥取県 気象庁鳥取地方気象台 国土交通省中国地方整備局 課題のまとめ

現
状

・総合防災マップ（ハザード
マップ）を作成し、全戸配布
により避難場所・避難所等の
周知を行っている。
・避難場所は、洪水浸水想定
区域外の、あるいは洪水浸水
区域内であっても浸水深より
高い指定避難所又は指定緊急
避難場所としているが、避難
所にこだわらず安全な場所に
避難してもらうよう周知して
いる。
・避難経路は、個人や地域で
災害時の避難経路を決めてお
いてもらうよう周知してい
る。

・ハザードマップを作成し、
避難場所・避難所等の周知を
行っている。

・避難場所については、地
震・土砂災害ハザードマップ
を全戸に配布、町のホーム
ページにも掲載して周知を
図っている。
・町内の避難場所は、何らか
の危険区域内にあるところが
多く、避難場所にこだわらず
安全な場所への避難を呼びか
けている。
・避難経路については、支え
愛マップを作成し周知を図っ
ている。

・防災マップを作成し、全戸
配布により避難場所・避難所
等の周知を行なっている。

・防災マップ（浸水・土砂災
害版、地震版）を作成し、全
戸配布により避難場所・避難
所等の周知を行なっている。

・洪水浸水想定区域図を作成
し公表するなど、自治体が作
成するハザードマップの作成
支援を行っている。
・浸水ナビにより、堤防の決
壊場所が確定すれば浸水区域
が予想可能であり、避難に活
用できる（対岸避難や道路の
通行状況の判断が可能）。

現
状

・施設管理者のほか、消防関
係者や警察官の協力を得なが
ら実施している。

・各施設の管理者、役場担当
課職員などにより実施してい
る。

・集落の自治会、消防団員の
ほか、消防職員、警察官の協
力を得ながら実施している。

・施設管理者のほか、消防関
係者や警察官の協力を得なが
ら実施している。

・消防団、自警団や警察官の
協力を得ながら実施してい
る。

課
題

・想定最大規模降雨による洪
水浸水想定区域に対する避難
誘導の計画について検討が必
要である。
・地域の自主防災会の協力が
重要となるため、地域ぐるみ
での防災・避難体制の整備が
必要である。
・広範囲の住民が広域連携に
よる遠方への避難所へ避難せ
ざるをえない場合の具体的な
避難誘導方策と体制の検討が
必要である。

・地域の自主防災組織の協力
が重要となるため、地域ぐる
みでの防災、避難体制の整備
が必要。

・高齢者が多いため、早期避
難の体制作りが必要である。
・限界集落、高齢化率の高い
集落があるため、旧校区単位
での避難体制作りが必要であ
る。

・要援護者が多いため、早期
避難の体制作りが必要であ
る。

・地域ぐるみでの防災・避難
体制の整備が必要である。

課
題

・避難所で充分な収容人員が
確保できない場合の広域連携
と輸送方法、特に要配慮者へ
の支援が必要である。
・分散避難者等の公的避難場
所以外に避難している者につ
いて、その後の把握・支援方
法等の対策の検討が必要であ
る。
・避難経路は、災害の状況や
個人や地域の置かれた環境に
より適切な経路が異なるため
確保ができない箇所があり、
検討する必要がある。

・避難経路についての明確な
提示はしていない。

・指定避難所を決めている
が、遠距離になる集落もあ
り、輸送をどうするか検討中
である。
・集落の高齢化が進んでお
り、要支援者の避難支援が必
要である。

・避難経路、避難所の安全性
の確保や要支援者の避難支援
が必要である。

・洪水時における国道等の道
路情報を避難計画に生かすた
めの情報連絡系統が整備され
ていない。

・避難経路の安全性の確保、
緊急(一時)避難所(集落公民
館等)への支援体制を構築す
ることが必要である。

避難誘導
体制

・想定最大規模降雨による洪
水浸水想定区域に対する避難
誘導の計画について検討が必
要である。
（広域連携の場合の具体的な
避難誘導方策と体制の検討
等）

・高齢化の進行等により要支
援者が増加しているため、地
域の自主防災組織の協力等、
地域ぐるみでの防災・避難体
制の確立が必要である。

項　目

避難場
所・避難

経路

・避難所で充分な収容人員が
確保できない場合、広域的な
連携と輸送方法の検討、特に
要配慮者への支援体制の確立
が必要である。

・避難経路は、災害状況等に
より適切な経路が異なるた
め、慎重に検討する必要があ
り、安全性の確保、広域避
難、緊急(一時)避難者所(集
落公民館等)への支援体制を
構築することが必要である。

28



　②水防に関する事項
鳥取市 岩美町 若桜町 智頭町 八頭町 鳥取県 気象庁鳥取地方気象台 国土交通省中国地方整備局 課題のまとめ

現
状

・水防関係者に対しては洪水
予報伝達系統図等により情報
伝達を行っている。

・地域防災計画に定める水防
警報伝達系統に従って実施し
ている。

・地域防災計画の通報系統図
により情報伝達している。

・水防団(消防団)関係者への
電話やメール、SNSを利用し
て情報伝達している。

・水防団(消防団)関係者あて
のメール配信システムを利用
して、情報伝達を実施してい
る。

・関係市町村等の水防関係者
に対し、水位情報、水防警報
をあんしんトリピーメール、
Lアラートで配信している。
・河川水位、ライブカメラ等
の情報は、県ホームページ、
地デジデータ放送、CATV等で
発信している。

・洪水予報伝達系統図等によ
り情報伝達を行っている。
・防災行動計画（タイムライ
ン）の伝達系統図等により情
報伝達を行っている。

・水防関係者に対しては、水
防警報伝達系統図、洪水予報
伝達系統図等により情報伝達
を行っている。
・大規模な災害が予想される
際には、自治体等へリエゾン
（情報連絡員）を派遣して、
情報共有を行うこととしてい
る。

課
題

・樋門・排水機場の操作員や
緊急排水ポンプ委託業者への
連絡手段が電話や携帯電話で
あるため、緊急時に回線が途
絶したり繋がりにくくなる可
能性がある。

・関係者への連絡手段が電話
や携帯電話であるため、緊急
時に回線が途絶したり繋がり
にくくなる可能性がある。

・連絡手段が電話・携帯電話
であるため、災害時に回線が
途絶したり繋がりにくくなる
可能性がある。

・連絡手段が電話・携帯電話
であるため、災害時に回線が
途絶したり繋がりにくくなる
可能性がある。

・関係者への連絡手段が電話
や携帯電話であるため、災害
時に回線が途絶したり繋がり
にくくなる可能性がある。

・降雨が激甚化・集中化する
中で、情報伝達（発信者～末
端の受信者）の効率化と時間
短縮を検討する必要がある。

現
状

・出水期前に、河川管理者、
水防団（消防団）等と洪水に
対しリスクが高い区間の合同
巡視を行っている。
・出水時には、水防団（消防
団）による巡視等を行ってい
る。

・特に行っていない。 ・出水期には地域防災計画の
水防活動区域により巡視を
行っている。

・出水時には、必要に応じて
職員、消防団が巡視等を行っ
ている。

・出水時には、河川水位情報
等を基に巡視等を行ってい
る。

・出水期前に、河川管理者及
び関係市町で洪水に対しリス
クが高い区間の合同巡視を
行っている。

・出水期前に、自治体、水防
団（消防団）等と洪水に対し
リスクが高い区間の合同巡視
を行っている。
・出水時には、河川管理施設
を点検するため河川巡視を
行っている。

課
題

・水防団（消防団）組織がな
い地域では、巡視対応ができ
ない。
・水防団（消防団）員のみで
全区間を巡視することは困難
である。

・巡視区間が広範囲になる。 ・巡視区間が広範囲になる。 ・水防団(消防団)のみで全区
間を巡視することは困難であ
る。

・水防団（消防団）との合同
巡視を実施していないため、
住民の生の声が把握できてい
ない。

・河川管理者の実施する巡視
だけでは、きめ細やかな監視
は困難である（重要水防箇所
の重点監視、CCTVの活用）。

現
状

・毎年、訓練場所を変更しな
がら実施している（対象：消
防団）。

・毎年実施している。（対
象：町消防団）

・県の水防訓練に参加してい
る。

・町独自の水防訓練を実施し
ている。
・県（東部）の水防訓練に参
加している。

・県（東部）の水防訓練に参
加している。

・出水期前に、県の総合水防
訓練を実施している。

・水防団（消防団）・自主防
災組織・消防署等の関係機関
が開催する水防訓練に要請に
基づいて災気象情報(模擬)を
提供している。

課
題

・水利、法面等、訓練に適し
た場所の確保が困難である。

・土のう作成や水防に関する
工法の学習を行っているが、
シナリオに基づいた訓練の実
施はしていない。

・町内での水防訓練を実施す
る必要がある。

・町内での水防訓練を実施す
る必要がある。

・東中西部の３か所で持ち回
り実施のため、３年に１回の
開催となっているおり、水防
技術の習熟度の低下が懸念さ
れる。さらに、近年はコロナ
禍で実地訓練が十分に出来て
いない（web講習のみ）。

現
状

・水防倉庫等に水防資機材を
備蓄し、適宜補充を行ってい
る。

・水防倉庫等に水防資機材を
備蓄し、適宜補充を行ってい
る。

・防災備蓄倉庫に水防資機材
を備蓄し、適宜補充してい
る。

・水防倉庫に水防資機材を備
蓄し、適宜補充している。

・水防倉庫等に水防資機材を
備蓄し、適宜補充を行ってい
る。

・水防倉庫等に水防資機材を
備蓄し、適宜補充を行ってい
る。

・水防倉庫等に水防資機材を
備蓄し、適宜補充を行ってい
る。

課
題

・水防倉庫の活用がなされて
いない。

・土嚢等不足している資機材
がある。

・災害時に使用する土嚢の数
量を十分に確保する必要があ
る。

・浸水想定区域内に位置する
水防倉庫に集中保管してお
り、道路の通行止めの可能性
や洪水時に適切に資機材が配
備可能か検証する必要があ
る。
・気象状況が激甚化していく
中、水防資機材の備蓄量が適
切かどうか確認する必要があ
る。

・堤防管理用道路と既存の橋
梁を活用しても浸水時にアク
セス不可能な箇所があり（因
幡大橋周辺など）、また、兼
用道路部分については避難車
両等で混雑する恐れがある。

現
状

・本庁舎は、想定最大規模降
雨による洪水浸水時に庁舎内
に浸水しないよう止水板を設
置する。

・庁舎は浸水想定区域でない
が、拠点病院は区域内となっ
ている。

・洪水浸水想定区域に位置し
ている。
・非常電源を中庭に設置して
いる。

・本庁舎は浸水想定区域内に
位置しているため、サーバー
等2階以上に設置している。

・県庁、各総合事務所につい
て、計画規模降雨による洪水
に対する耐水化等の浸水対策
を行っている。

・鳥取地方気象台（鳥取第３
地方合同庁舎）について、計
画規模降雨による洪水浸水想
定区域から外れている。

・鳥取河川国道事務所につい
て、計画規模降雨による洪水
に対する耐水化等の浸水対策
を行っているが、千代水出張
所、河原出張所については浸
水対策がされていない（発電
機、無線機）。

課
題

・想定最大規模降雨による洪
水浸水想定区域を踏まえて、
浸水対策の点検、再検討など
が必要である。（下水道庁
舎、各総合支所、病院等）
・本庁舎が浸水の状況によっ
ては、交通手段が寸断される
恐れがあるため、移動手段の
検討が必要である。

・想定最大規模降雨による洪
水浸水想定区域を踏まえて、
浸水対策の点検、再検討など
が必要である。

・出水期に浸水を想定した対
応を検討する必要がある。
・非常電源を中庭から移設、
又は浸水想定以上の高床式、
若しくは防水型に改修する必
要がある。

・水防倉庫等、河川災害危険
個所に含まれていることも踏
まえて、浸水対策の点検、再
検討が必要である。

・想定最大規模降雨による洪
水浸水想定区域を踏まえて、
浸水対策の点検、再検討など
が必要である。（県庁、各総
合事務所、災害拠点病院等）

・想定最大規模降雨による洪
水浸水想定区域を踏まえて、
浸水対策の点検、再検討など
が必要であるが、合同庁舎で
あるため、整備方針が決まっ
ておらず検討は進んでいな
い。

・想定最大規模降雨による洪
水浸水想定区域を踏まえて、
浸水対策の点検、再検討など
が必要である。

河川の巡
視区間

・水防団（消防団）組織がな
い地域では、巡視対応ができ
ない。

・河川延長が長いため、水防
団（消防団）員のみで全区間
を巡視することは困難であ
る。

項　目

水防関係
者等への
河川水位
等に係る
情報提供

・連絡手段が電話・携帯電話
であるため、災害時に回線が
途絶したり繋がりにくくなる
可能性がある。

・気象が激甚化・集中化する
中で、水防団（消防団）への
メール配信システムの導入な
ど、情報伝達（発信者～末端
の受信者）の効率化と時間短
縮を検討する必要がある。

水防訓練

・県の訓練に参加している
が、町内での水防訓練を実施
する必要がある。

・東中西部の３か所で持ち回
り実施のため、３年に１回の
開催となっているおり、水防
技術の習熟度の低下が懸念さ
れる。さらに、近年はコロナ
禍で実地訓練が十分に出来て
いない（web講習のみ）。

水防資機
材の整備
状況

・道路の通行止めの可能性や
浸水想定区域内の立地等を考
慮し、分散配置等、洪水時に
適切に資機材が配備可能か検
討する必要がある。

・気象状況が激甚化していく
中、水防資機材の備蓄量が適
切かどうか確認する必要があ
る。

庁舎、災
害拠点病
院等の水
害時にお
ける対応

・庁舎や病院が浸水想定区域
内に立地している市町もあ
る。
・浸水状況によっては、交通
手段が寸断される恐れがある
ため、移動手段の検討が必要
である。
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　③氾濫水の排水、施設運用等に関する事項
鳥取市 岩美町 若桜町 智頭町 八頭町 鳥取県 気象庁鳥取地方気象台 国土交通省中国地方整備局 課題のまとめ

現
状

・排水機場を整備しており、
出水に備え点検、訓練等を
行っている。
・国・県から水門、排水樋門
等の操作を受託しており、操
作規則に従って操作、点検等
を行っている。

・出水に備え、点検を行って
いる。

・排水施設、排水資機材を保
有していない。

・排水施設、排水資機材を保
有していない。

・排水施設、排水資機材を保
有していない。

・排水ポンプ車を保有し、排
水機場を整備しており、出水
に備え点検、訓練等を行って
いる。
・排水機場、水門、排水樋門
等は操作規則を定め、鳥取市
へ操作委託を行っている。

・排水ポンプ車を保有し、排
水機場を整備しており、出水
に備え点検、訓練等を行って
いる。
・水門、排水樋門等は操作規
則を定めたうえで、鳥取市へ
操作委託を行っている。

課
題

・樋門・排水機場の操作員等
が避難した場合、洪水収束後
の現場復帰や復帰できない場
合の対応について検討が必要
である。
・排水機場が浸水した場合の
復旧（修繕等）の対応につい
て検討が必要である。
・排水機場、緊急排水ポンプ
の運転が長時間化した場合の
燃料確保体制について検討が
必要である。
・樋門、排水機場の操作要領
について、想定最大規模洪水
時に操作員の安全を確保する
ためのルールを作成する必要
がある。

・樋門等の操作員等が避難し
た場合、洪水収束後の現場復
帰や復帰できない場合の対応
について検討が必要である。

・排水施設、排水資機材の保
有について、現時点では考え
ていないが、今後の状況に
よっては検討が必要である。

・排水施設、排水資機材の保
有について、現時点では考え
ていないが、今後の状況に
よっては検討が必要である。

・排水施設、排水資機材の保
有について、消防ポンプ等で
の対応を考えており、現時点
では導入の考えはないが、今
後の状況によっては検討が必
要である。

・想定最大規模降雨による洪
水に対する排水計画の策定と
排水ポンプ車の運搬・配置計
画の検討が必要である。
・出水時における運用を想定
し、保管場所が適切かどうか
点検が必要である。

・想定最大規模降雨による洪
水に対する排水計画の策定と
排水ポンプ車の運搬・配置計
画の検討が必要である。
・排水ポンプ車設置箇所の整
備（進入路や釜場の整備）が
必要である。

　④河川管理施設の整備に関する事項
鳥取市 岩美町 若桜町 智頭町 八頭町 鳥取県 気象庁鳥取地方気象台 国土交通省中国地方整備局 課題のまとめ

現
状

・河川整備計画等に基づき、
各河川毎に目標を設定して整
備を実施している。
（内海川等）

・蒲生川左岸に防災センター
（平成9年整備）を整備し、
県と運用に関する協定締結し
ている。

・河川整備計画に基づき、各
河川毎に目標を設定して整備
を実施している。
（塩見川、浜村川、大路川、
湖山川、大井手川、野坂川、
蒲生川、勝部川、八東川、私
都川）

・千代川水系河川整備計画
（国管理区間）に基づき、戦
後最大流量を安全に流せるこ
とを目標として千代川水系国
管理区間において整備を実施
している。
・現在、時期河川整備計画の
策定を予定しており、各関係
機関と協議を行っている。

課
題

・現状では、各河川において
部分的に排水能力が不足して
いる箇所が存在するため、浚
渫や改修が必要である。

・実際の災害で使用したこと
がなく、地元防災組織も含
め、再度運用に関する確認等
が必要である。

・現状では、各河川毎に設定
された治水安全度に到達して
いない。
・越水等が発生した場合でも
決壊までの時間を引き延ばす
ような堤防構造を検討してい
く必要がある。

・現状の千代川では、戦後最
大流量と同程度の洪水で浸水
被害が発生する恐れがある。
・治水事業の進捗に伴い、住
民や防災関係者等が洪水の危
険性を認識する機会が減少し
ている。

現
状

・河川管理用道路が整備され
ていない、又は整備されてい
ても車両が侵入できない箇所
がある。

・千代川水系（国管理区間）
の堤防上に、河川管理用道路
を整備している。

課
題

・千代川左岸の有富川合流点
から砂見川合流点までと、右
岸の大路川合流点から源太橋
までの間は車両乗り入れ可能
な箇所がなく、水防活動等に
支障が出る恐れがある。

・河川巡視、水防活動に支障
がある。

・国道、主要県道等との交差
箇所にはアンダーパスが設置
されているが、浸水時には通
行できず、水防活動等に支障
が出る恐れがある。
・千代川左岸の有富川合流点
から砂見川合流点までと、右
岸の大路川合流点から源太橋
までの間は車両乗り入れ可能
な箇所がなく、水防活動等に
支障が出る恐れがある。

s

河川管理
用通路等
の状況

・河川管理用道路が整備され
ていない、又は整備されてい
ても車両が侵入できない箇所
があり、河川巡視、水防活動
に支障がある。

項　目

堤防等河
川管理施
設の現状
の整備及
び今後の
河川整備

・現状では、各河川毎に設定
された治水安全度に到達して
いない。

・越水等が発生した場合でも
決壊までの時間を引き延ばす
ような堤防構造を検討してい
く必要がある。

排水施
設、排水
資機材の
操作・運
用

・樋門等の操作員等が避難し
た場合、洪水収束後の現場復
帰や復帰できない場合の対応
について検討が必要である。

・排水施設、排水資機材の保
有について、消防ポンプ等で
の対応を考えており、現時点
では導入の考えはないが、今
後の状況によっては検討が必
要である。

・想定最大規模降雨による洪
水に対する排水計画の策定と
排水ポンプ車の運搬・配置計
画の検討が必要である。

30



　⑤防災教育等に関する事項
鳥取市 岩美町 若桜町 智頭町 八頭町 鳥取県 気象庁鳥取地方気象台 国土交通省中国地方整備局 課題のまとめ

現
状

・小中学校と連携した水害
（防災）教育を実施してい
る。

・学校・保育所で防災訓練を
実施している。

・学校で防災訓練を実施して
いる。

・小学校の授業で実施。 ・学校で防災学習会を実施し
ている。

・小中学校と連携した水害
（防災）教育を実施してい
る。

・鳥取県教育委員会と連携
し、学校安全教育推進委員会
の専門家派遣事業に参画し、
防災（気象や地震）教育を実
施している。

・小中学生等を対象とした出
前講座を実施している。

課
題

・学校と連携した防災訓練の
実施が必要である。
・学校の教職員を対象とした
研修・訓練の実施が必要であ
る。
・避難所開設時の教職員の協
力が必要である。

・定例的な防災授業の検討が
必要である。

・学校の教職員を対象とした
研修・訓練の実施が必要であ
る。

・学校教育関係者向け研修や
講座等学習の場を設けること
が必要である。

・鳥取市、鳥取県、気象台が
実施する小中学校と連携した
水害（防災）教育への協力が
必要である。

現
状

・地域住民等からの要請に基
づいて、出前講座を実施して
いる。
・水防団（消防団）、自主防
災組織、消防署等の関係機関
が連携した水防訓練を実施し
ている。

・地域防災活動協力員養成講
座として、有識者を招き、全
地区住民を対象とした学習会
を実施している。

・地域住民からの要請で出前
講座を実施している。
・支え愛マップ作成時の話し
合いの中で防災の知識を普及
させている。

・地域住民からの要請で出前
講座を実施している。
・支え愛マップ作成時の話し
合いの中で防災の知識を普及
させている。

・毎年８月末に全集落で防災
訓練を実施し、防災意識の高
揚を図っている。
・支え愛マップ作成時の話し
合いの中で防災の知識を普及
させている。

・地域住民等からの要請に基
づいて出前講座を実施してい
る。
・防災サインの普及に努めて
いる。
・水防団（消防団）、自主防
災組織、消防署等の関係機関
が連携した水防訓練を実施し
ている。

・地域住民等からの要請に基
づいて出前講座を実施してい
る。
・水防団（消防団）・自主防
災組織・消防署等の関係機関
が連携した水防訓練を実施し
ている。

・地域住民等からの要請に基
づいて出前講座を実施してい
る。
・水防団（消防団）・自主防
災組織・消防署等の関係機関
が連携した水防訓練を実施し
ている。

課
題

・河川防災担当職員を対象と
した研修の実施が必要であ
る。

・自主防災組織の設立、活動
強化のためには防災リーダー
の養成が必要。

・防災リーダーの養成が必要
である。
・町防災担当、福祉関係職
員、民生委員、社会福祉協議
会職員、自治会との連携が必
要であるる

・防災リーダーの養成が不可
欠である。

・防災リーダーの養成が必要
である。
・町防災担当、福祉関係職
員、民生児童委員、社会福祉
協議会職員、自治会、まちづ
くり委員会等との連携が必要
である。

・河川防災担当職員（危機管
理部局を含む）を対象とした
研修の実施が必要である。
・県も市町職員の研修に積極
的に関わる必要がある。
・市町村長に対し助言を行う
者の育成が必要である。

地域住民
に対する
防災知識
の普及

・防災リーダーの養成が必要
である。

・町防災担当、福祉関係職
員、民生児童委員、社会福祉
協議会職員、自治会、まちづ
くり委員会等との連携が必要
である。

・市町村長に対し助言を行う
者の育成や河川防災担当職員
を対象とした研修の実施が必
要である。

項　目

小中学生
等を対象
とした防
災教育

・学校と連携した防災訓練の
実施が必要である。

・学校の教職員を対象とした
研修・訓練の実施が必要であ
る。
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○概ね５年（R4～R8：第２期）で実施する取組

実施内容 目標時期 実施内容 目標時期 実施内容 目標時期 実施内容 目標時期 実施内容 目標時期 実施内容 目標時期 実施内容 目標時期 実施内容 目標時期

１．鳥取県の強み「支え愛」による地域防災力の強化

　（１）地域の防災体制づくり

■地域の支え愛防災マップづくりを通した地域防災力向上の取組

防災学習、出前講座等の実施
総合的な災害図上訓練を防災
コーディネーターが地域の防
災講習等で実施

継続実施

地域防災活動協力員養成講座
として、有識者を招いての全
地区住民を対象とした学習会
を実施

継続実施
消防防災専門員による防災学
習、出前講座等の実施

継続実施
防災専門員による防災学習等
の実施

継続実施 防災学習、出前講座等の実施 継続実施
防災学習、出前講座等の実
施、講師の派遣

継続実施
防災学習、出前講座等の実
施、講師の派遣

継続実施

小中学校等と連携した水害
（防災）教育について、千代
川に関する防災学習を実施
防災学習の指導内容に合わせ
た教材等の作成又は作成の支
援
学校教育関係者向け研修や講
座等学習の場への参加
千代川水系国管理区間の地域
住民等を対象とした出前講座
の実施
地域の特性に合わせた教材等
の作成

継続実施

現場点検やワークショップを交えた支
え愛防災マップの作成支援

マップづくりの作成支援 継続実施
支え愛マップづくりの作成支
援

継続実施

消防防災専門員、福祉関係職
員、社会福祉協議会職員、自
治会連携による支え愛マップ
の見直し支援

継続実施

消防防災専門員、福祉関係職
員、社会福祉協議会職員、自
治会連携による支え愛マップ
の見直し支援

継続実施
支え愛マップづくりを通した
現地点検や避難経路の実証

継続実施
現場点検やワークショップを
交えた支え愛防災マップの作
成支援

継続実施

マップ等を活用した防災訓練の実施 各自主防災会で実施 継続実施
指定避難所の運用に関する、
自主防災組織との図上訓練の
実施

継続実施
町防災訓練を実施し、各集落
の支え愛マップの検証を実施

継続実施
町防災訓練を実施し、各集落
の支え愛マップの検証を実施

継続実施
浸水を想定した避難訓練の実
施検討

継続実施
マップ等を活用した防災訓練
の実施支援

継続実施

■住民主体の防災体制づくりの推進

防災リーダーの育成
毎年防災リーダー養成研修会
を開催

継続実施

地域防災活動協力員養成講座
として、有識者を招いての全
地区住民を対象とした学習会
を実施

継続実施 研修会への参加 継続実施 研修会への参加 継続実施
まちづくり委員会による防災
士の育成

継続実施
避難所運営指針の作成や市町
村向け研修会の実施

継続実施
関係機関と連携し養成講座に
講師の派遣

継続実施

自主防災組織等の研修、講師の派遣
防災コーディネーター、防災
指導員、防災リーダーを派遣

継続実施

地域防災活動協力員養成講座
として、有識者を招いての全
地区住民を対象とした学習会
を実施

継続実施 消防防災専門員により実施 継続実施 防災専門員により実施 継続実施
防災意識の高揚と避難所運営
学習会

継続実施
自主防災組織等の研修、講師
の派遣

継続実施 必要に応じて研修講師の派遣 継続実施

千代川水系国管理区間の地域
住民等を対象とした出前講座
の実施
地域の特性に合わせた教材等
の作成

継続実施

自主防災組織への支援と消防団活動へ
の理解促進と両者の連携

自主防災組織と消防団による
合同訓練実施の検討

継続実施
自主防災組織と消防団が連携
した避難訓練等の実施

継続実施

自主防災組織結成の説明会を
町の職員、消防団員合同で行
い、消防団活動の理解も得る
ようにしている。

継続実施
自主防災組織の育成強化と消
防団と連携した避難訓練の実
施

継続実施
防災訓練等への支援や、消防
団との合同訓練の実施

継続実施

・子育て世帯向けの防災体験
プログラムの開催
・学生に自主防や消防団活動
を体験してもらう事業の実施
・地域防災に関わる多様な主
体がネットワーク化を図るた
めの交流の場を提供
・市町村の自主防や消防団の
強化等に係る取組について財
政支援

継続実施

■安全で安心して過ごせる避難所の開設

必要な資機材の整備及び迅速な配備態
勢の構築

必要な資機材の整備及び迅速
な配備態勢の構築

継続実施
避難所、福祉避難所物品の整
備

継続実施
・避難所の開設に必要な資機
材の整備推進
・迅速な配備態勢を構築

継続実施
必要な資機材の整備及び迅速
な配備態勢の構築

継続実施
必要な資機材の整備に努め
る。

継続実施
各地域防災拠点への備蓄物品
の分散した補完

継続実施
避難所開設に必要な資機材の
整備促進
迅速な整備体制の構築

継続実施

家庭における防災備蓄の充実と避難所
への持参、持ち寄りの啓発

地域住民等を対象とした出前
講座の実施

継続実施
防災のしおり、広報紙による
啓発

継続実施

・家庭の防災備蓄３日分を推
奨　・避難所への持参、持ち
寄りを啓発

継続実施
防災マップの配布や自主防災
疎域への出前講座、研修会で
説明する。

継続実施

広報誌での周知、地元役員会
での啓発 継続実施

家庭における防災備蓄の啓発
避難所への持参、持ち寄りの
啓発

継続実施

住民による避難所自主開設の体制整備
地域住民等を対象とした出前
講座やＨＵＧの実施

継続実施 防災訓練の実施 継続実施
・住民による避難所自主的開
設体制の整備

継続実施
地域・自主防災組織向けの避
難所運営マニュアルの作成

継続実施
住民による避難所自主開設の
体制整備

継続実施

　（２）住民の水害に対する心構えと知識を備える方策

■防災学習・教育、意識啓発

鳥取型防災学習の充実・拡大・防災教
育の促進

教育委員会や小中学校とも連
携した防災教育の促進

定期的に
実施

小中学校等と連携した防災教
育の推進

継続実施
小・中一貫校と連携した防災
教育

継続実施
小中学校等と連携した防災教
育の推進

継続実施
小中学校等と連携した防災教
育の推進

継続実施
小中学校等と連携した防災教
育の推進

継続実施
鳥取県教育委員会と連携した
防災教育の推進。

継続実施

小中学校等と連携した水害
（防災）教育
千代川に関する防災学習を実
施
防災学習の指導内容に合わせ
た教材等の作成又は作成の支
援

継続実施

住民の意識啓発、地域の防災学習等の
継続的取組

必要に応じて研修講師の派遣 継続実施

　・水害・土砂災害等に関する
    シンポジウム

シンポジウムへの参加及び広
報周知

継続実施
シンポジウム、研修会等への
参加及び広報周知

継続実施
県と連携したシンポジウム等
への参加及び周知

継続実施
県と連携したシンポジウム等
への参加及び周知

継続実施
県と連携したシンポジウム等
への参加及び周知

継続実施
水害・土砂災害等に関するシ
ンポジウムの開催

継続実施
シンポジウムへの参加及び周
知。また、必要に応じて研修
講師の派遣

継続実施

　・地域の防災学習会、出前講座等
地域住民等を対象とした防災
講習会等の実施

継続実施
地域住民等を対象とした防災
講習会等の実施

継続実施 消防防災専門員により実施。 継続実施
消防防災専門員により実施。
県の出前講座の利用。

継続実施
地域住民対象の防災学習会を
実施。

継続実施
地域の防災学習会、出前講座
等への講師派遣

継続実施 必要に応じて研修講師の派遣 継続実施

千代川水系国管理区間の地域
住民等を対象とした出前講座
の実施
地域の特性に合わせた教材等
の作成

継続実施

■行政等の防災力向上

河川管理者及び市町村長、防災担当者
への研修

研修への参加 継続実施 研修会への参加 継続実施 研修会への参加 継続実施 研修会への参加 継続実施 研修への参加 継続実施
河川管理者及び市町村長、防
災担当者への研修

継続実施 必要に応じて研修講師の派遣 継続実施
既存研修会への参加周知
（国土交通大学校の研修会
等）

継続実施

市町村と要配慮者施設との情報伝達・
共有化の体制づくり

連絡体制の強化 継続実施
福祉避難所連絡協議会の開催
情報連絡体制の強化

継続実施
福祉避難所連絡協議会の開催
情報連絡体制の強化

継続実施
防災担当課、福祉担当課、社
会福祉協議会との連携

継続実施 情報連絡体制の確認及び強化 継続実施

若桜町 智頭町 八頭町 鳥取県 鳥取地方気象台 国土交通省中国地方整備局

項目 事項 項　目

鳥取市 岩美町

別紙－２
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○概ね５年（R4～R8：第２期）で実施する取組

実施内容 目標時期 実施内容 目標時期 実施内容 目標時期 実施内容 目標時期 実施内容 目標時期 実施内容 目標時期 実施内容 目標時期 実施内容 目標時期

若桜町 智頭町 八頭町 鳥取県 鳥取地方気象台 国土交通省中国地方整備局

項目 事項 項　目

鳥取市 岩美町

別紙－２

２．鳥取方式による地域と一体となった効率的な水防・河川管理の実施と治水対策

　（１）河川・堤防機能の脆弱性評価を活用したハード対策の推進

■洪水を未然に防ぐためのハード対策の推進

重点的に流下能力対策を推進

・内海川にかかる河川改修を
推進
・堆積土砂管理計画による浚
渫の実施

継続実施

大路川・砂田川、塩見川、浜
村川・勝見川、大井手川、野
坂川、蒲生川、湖山川、勝部
川・日置川・露谷川、八東
川、私都川ほかにかかる河川
改修を推進

継続実施

堤防の浸透対策、パイピング対策を実
施

河川堤防評価の結果を踏ま
え、詳細調査及び実施箇所の
検討及び実施

継続実施

計画的な予防保全型維持管理の推進
河川維持管理計画、長寿命化
計画による維持管理の実施

継続実施

■危機管理型ハード対策の推進

堤防天端の保護を目的とした舗装を実
施

堤防舗装箇所の検討及び実施 継続実施

　（２）河川・堤防機能の脆弱性評価を活用した水防体制の強化・効率化

■避難行動、水防活動に資する基盤等の整備

重点監視区間の設定と河川監視カメ
ラ・水位計・量水標等の設置

市管理施設の稼働・浸水状況
監視カメラ・水位計の設置

R5年度
河川監視カメラ・水位計・量
水標等の設置箇所の検討及び
実施

継続実施

■水防活動の効率化及び水防体制の強化に関する取組

ＩＣＴの活用や住民等との協働による
河川巡視･点検の効率化

　・ＩＣＴの導入による危険箇所
    の定点観測と経年データの蓄積

ＩＣＴの導入による危険箇所
の定点観測と経年データの蓄
積

継続実施

　・点検を担う人材育成
   （一般住民、防災ボランティア
    等）

点検を担う人材育成（一般住
民、防災ボランティア等）

継続実施

水防団・住民等との協働による水防体
制づくり

　・出水時における水防団と
    市町村との連携･役割分担
    の確認及び検討

重点監視区間の設定及び役割
分担の検討

継続実施
重点監視区間の設定及び役割
分担の検討

継続実施
重点監視区間の設定及び役割
分担の検討
重点監視等の実施

継続実施
重点監視区間の設定及び役割
分担の検討
重点監視等の実施

継続実施 重点監視区間の設定を検討 継続実施
出水時における水防団と市町
村との連携･役割分担の確認及
び検討

継続実施

　・地域住民からの情報提供等の
    双方向での連絡体制の構築

連絡体制の確認･構築 継続実施 連絡体制の確認･構築 継続実施 連絡体制の確認・構築 継続実施 連絡体制の確認及び検討 継続実施
防災行政無線等による地域住
民からの情報提供の呼び掛け

継続実施
地域住民からの情報提供等の
連絡システムの開発検討

継続実施

水防体制の強化

　・重要水防箇所の見直しと
    水防団等との共同点検
　　及び水防資器材の確認

重要水防箇所の見直しと水防
団等との共同点検及び水防資
機材の確認

継続実施
重要水防箇所の見直しと水防
団等との共同点検及び水防資
機材の確認

継続実施
重要水防箇所の見直しと水防
団等との共同点検及び水防資
機材の確認

継続実施
重要水防箇所の見直しと水防
団等との共同点検及び水防資
機材の確認

継続実施
重要水防箇所の見直しと水防
団等との共同点検及び水防資
機材の確認

継続実施
重要水防箇所の見直しと水防
団等との共同点検及び水防資
機材の確認

継続実施

毎年、出水期前に千代川水系
國管理区間における重要水防
箇所や水防資機材等について
河川管理者と水防活動に関わ
る関係者（水防活動に係る建
設業者を含む）が共同して点
検を実施

継続実施

　・水防に関する広報の充実
   （水防団確保に係る取組）

水防団員確保のための広報等
の検討及び実施

継続実施
水防団員確保のための広報等
の検討及び実施

継続実施
水防団員確保のための広報等
の検討及び実施

継続実施
水防団員確保のための広報等
の検討及び実施

継続実施
消防団の加入促進及び活動支
援

継続実施

　・水防団間での広域的な連携･
    協力に関する検討

水防団間での広域的な連携･協
力の検討

継続実施
水防団間での広域的な連携･協
力の検討

継続実施
水防団間での広域的な連携･協
力の検討

継続実施
水防団間での広域的な連携･協
力の検討

継続実施
水防団間での広域的な連携･協
力の検討

継続実施
水防団間での広域的な連携･協
力に関する検討

継続実施

　・総合防災訓練・水防講習会
地域住民と水防団・自主防災
組織・消防署等の関係機関が
連携した水防訓練の実施

継続実施
町内小学校における総合防災
訓練、町内河川敷での水防訓
練の実施

継続実施 町防災訓練を実施。 継続実施 町水防訓練を実施 継続実施 町防災訓練を実施。 継続実施
総合防災訓練・水防講習会の
開催

継続実施
関係機関と連携した訓練の実
施

継続実施

鳥取県が主催する総合防災訓
練への参加、災害対策車両等
の展示
鳥取県が主催する水防講習会
への参加

継続実施

　・河川防災ステーションの活用
河川防災ステーションの活用
の検討

継続実施
河川防災ステーションの活用
の検討

継続実施

　（３）平成29年九州北部豪雨や台風豪雨を踏まえた警戒避難体制の整備・対策

■既存施設の運用・警戒避難体制の整備・対策等に関する取組

浸水常襲地区等における排水施設･資
機材及び樋門等の確実な運用と警戒避
難体制の整備、排水対策の推進

排水施設･資機材及び樋門等の
確実な運用と警戒避難体制の
整備

継続実施
樋門等の運用方法の確認と改
善検討と警戒避難体制の整備

継続実施
樋門･樋管等の施設の確実な運
用体制の確保と警戒避難体制
の整備

継続実施
樋門･樋管等の施設の確実な運
用体制の確保と警戒避難体制
の整備

継続実施
樋門操作協力員への適正運用
の周知と警戒避難体制の整備

継続実施
排水施設･資機材及び樋門等の
確実な運用と警戒避難体制の
整備

継続実施 排水計画により訓練を実施。 継続実施

ダムの柔軟な運用について、操作規則
等の総点検の実施

ダムの柔軟な運用について、
操作規則等の総点検の実施

継続実施

ダム放流情報の伝達方法や連絡体制の
検討及び訓練の実施

ダム放流情報の伝達方法や連
絡体制の検討及び訓練の実施

継続実施
ダム放流情報の伝達方法や連
絡体制の検討及び訓練の実施

継続実施
ダム放流情報の伝達方法や連
絡体制の検討及び訓練の実施

継続実施
ダム放流情報の伝達方法や連
絡体制の検討及び訓練の実施

継続実施
ダム放流情報の伝達方法や連
絡体制の検討及び訓練の実施

継続実施
ダム放流情報の伝達方法や連
絡体制の検討及び訓練の実施

継続実施

■流域一帯となった総合的な流木対策の推進

流木による閉塞トラブルスポットの抽
出と代表流域における総合的な流木対
策の推進

流木による閉塞トラブルス
ポットの抽出と代表流域にお
ける総合的な流木対策の推進

継続実施
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○概ね５年（R4～R8：第２期）で実施する取組

実施内容 目標時期 実施内容 目標時期 実施内容 目標時期 実施内容 目標時期 実施内容 目標時期 実施内容 目標時期 実施内容 目標時期 実施内容 目標時期

若桜町 智頭町 八頭町 鳥取県 鳥取地方気象台 国土交通省中国地方整備局

項目 事項 項　目

鳥取市 岩美町

別紙－２

■市町村庁舎や災害拠点病院等の自衛水防の推進に関する事項

市町村庁舎や災害拠点病院等の施設関
係者への情報伝達の充実

情報伝達体制･方法の充実検討 継続実施 情報伝達体制･方法の充実検討 継続実施 情報伝達体制･方法の検討 継続実施 職員参集システムの活用 継続実施
役場内の情報共有システムの
活用

継続実施

市町村庁舎や災害拠点病院等の機能確
保のための対策（耐水化、非常用発電
等の整備）

環境下水道部庁舎、総合支
所、病院等の浸水対策の点
検、検討

継続実施
役場庁舎の耐水化・非常用発
電機の整備の検討

継続実施
役場庁舎の耐水化・非常用発
電機の整備の検討

継続実施 庁舎の非常用発電設備の更新 継続実施

  ■ダム放流の安全・避難対策

利水調整関係者協議と事前放流の積極
的実施に関する利水調整

利水管理者との調整協議 継続実施

流入量予測の精度向上 流入量予測の精度向上 継続実施 長期的に検討
今後、5年
以上を要す
る

ダム下流の浸水想定区域図の作成
関係機関と協議し公表してい
く

Ｒ4年7月上
旬目標

水位計、ライブカメラの設置、警報車
からのアナウンス改善等新たな情報発
信方法の検討

防災リーダーへの伝達方法、
緊急速報（エリア）メールを
使った情報発信方法の検討

継続実施

防災カメラ設置済み
水位計の設置、広報等検討し
ていく。

継続実施
新たな情報発信方法の検討 継続実施

水位計、ライブカメラの設
置、警報車からのアナウンス
改善等新たな情報発信方法の
検討

継続実施

スピーカーやサイレンの増設
は実施しているが、文章の変
更は行っていないため、今後
も継続して検討していく。

R元.5迄

ダム放流時の安全な避難体制について
関係者で協議を進める

要配慮者利用施設・関係各課
と連携した、情報伝達訓練や
避難訓練の計画の検討

継続実施

流域集落に説明会を実施す
る。 継続実施

ダム放流時の安全な避難体制
について関係者で協議

継続実施
ダム放流時の安全な避難体制
について関係者で協議を進め
る

継続実施
ダム放流情報の伝達方法や連
絡体制の検討及び訓練の実施

継続実施

堆砂対策の推進 堆砂対策の推進 継続実施 堆砂状況調査 継続実施

ダム機能、ダムの放流によるリスクの
住民周知

ダム異常放流時を想定した避
難訓練を実施

継続実施

集落説明会のときにダム放流
によるリスクの周知と早めの
避難の重要性の周知を図る。

継続実施
ダム機能、ダムの放流による
リスクの住民周知

継続実施
ダム機能、ダムの放流による
リスクの住民周知

継続実施 説明会の開催 継続実施

防災リーダー育成、避難タイムライン
作成、避難訓練の実施

ダムの放流を想定した避難訓
練等の実施

継続実施

３．住民の避難を促す鳥取県の実情を踏まえた水害リスク情報等の提供

　（１）水害リスク情報等の共有

■水位周知河川等の水害リスク情報等の共有

水位周知河川等の指定促進
水位周知河川の追加指定への
協力、検討

継続実施
水位周知河川の追加指定の検
討

継続実施
水位周知河川の追加指定の検
討

継続実施
水位周知河川の追加指定の検
討

継続実施
水位周知河川の追加指定の検
討

継続実施 水位周知河川等の指定促進 継続実施

浸水実績等の周知 浸水実績等の住民への周知 継続実施 浸水実績等の住民への周知 継続実施 浸水実績等の住民への周知 継続実施 浸水実績等の住民への周知 継続実施 浸水実績等の住民への周知 継続実施
浸水実績等の収集整理及び情
報提供

継続実施

■水位周知河川等に指定されていない河川の水害リスク情報等の共有

想定最大規模の洪水浸水想定区域等の
提供

内水浸水想定区域の指定並び
に公表

R5年度
水位周知河川等以外の河川に
ついて、想定最大規模の洪水
浸水想定区域等の提供

令和4年度
から

令和7年度

浸水実績等の周知（再掲）

■県内河川の現状を踏まえた避難判断等基準の検討

県の実情を踏まえた早めの避難判断基
準（水位）の運用

県より示された避難判断基準
（水位）での運用

継続実施
避難判断水位（県運用）の運
用及び必要に応じた地域防災
計画の見直し

継続実施
過去の水位上昇記録等による
危険個所の判断基準の検討

継続実施
見直し水位の実運用及び課題
検証

継続実施

水位周知河川等に指定されていない河
川の避難指示等の目安（雨量情報、降
雨指標等）の検討

県より示された指標に基づく
基準の検討

継続実施
避難指示等の判断基準の検討
及び必要に応じた地域防災計
画の見直し

継続実施
防災計画の避難指示の判断基
準の検討

継続実施
避難指示判断基準の設定の検
討

継続実施
中小河川の水位情報・雨量情
報の追加設置

継続実施

水位周知河川等に指定されて
いない河川の避難勧告等の目
安（雨量情報、降雨指標等）
の検討

継続実施
避難指示の発令に着目した予
測に基づいた危険度分布等、
防災気象情報の提供。

継続実施

　（２）円滑かつ迅速な避難の実現

■住民等の主体的な避難の促進

避難行動に直結するハザードマップの
改良

　・住民にわかりやすいハザード
    マップの作成・改良

必要に応じたハザードマップ
の改良

継続実施
必要に応じたハザードマップ
の改良

継続実施
必要に応じたハザードマップ
の改良

継続実施
浸水想定区域の見直しがあれ
ば反映を行う

継続実施
必要に応じたハザードマップ
の改良

継続実施
浸水想定区域図の提供等によ
るハザードマップの作成支援

継続実施

　・広域避難等の判断基準や避難
    場所等の確保についての検討

想定最大規模降雨による洪水
浸水想定区域図に基づく避難
場所の検討

継続実施
広域避難等の判断基準の検
討、地域防災計画の見直し

継続実施
他自治体との情報共有や連絡
体制の整備。

継続実施
広域避難等の判断基準や避難
場所等の確保についての検討

継続実施
広域避難等の判断基準や避難
場所等の確保についての検討
支援

継続実施

　・電子版の公表や想定浸水深等
    のまちなかでの表示の検討

鳥取市地図情報サービスを活
用した情報提供

継続実施
電子版の公表や想定浸水深等
のまちなかでの表示の検討

継続実施
ホームページでの公表、住民
にわかりやすい情報・表示の
提供を検討。

継続実施
電子版の公表や想定浸水深等
のまちなかでの表示の検討

継続実施

　・スマートフォン等の位置情報
    を活用した情報の入手システム
    の検討

スマートフォン等の位置情報
を活用した情報の入手システ
ムの検討

継続実施
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○概ね５年（R4～R8：第２期）で実施する取組

実施内容 目標時期 実施内容 目標時期 実施内容 目標時期 実施内容 目標時期 実施内容 目標時期 実施内容 目標時期 実施内容 目標時期 実施内容 目標時期

若桜町 智頭町 八頭町 鳥取県 鳥取地方気象台 国土交通省中国地方整備局

項目 事項 項　目

鳥取市 岩美町

別紙－２

わかりやすく切迫性のある河川情報画
面の改良等

　・ホームページやデータ放送等の
    わかりやすい画面への改良や説
    明の表示

ホームページ掲載 継続実施
ホームページやデータ放送等
の住民にわかりやすい画面へ
の改良や説明の表示

継続実施

気象庁ホームページのキキク
ル(危険度分布)において視覚
的にわかりやすく色分けをし
危険な地域を表示している。

継続実施

　・ホームページやデータ放送等の
    アクセス方法の周知促進

各種広報媒体を活用しての周
知

継続実施
町広報誌、ホームページ等の
掲載

継続実施 町広報紙に掲載 継続実施 町広報紙等による周知 継続実施
各種広報媒体を活用しての周
知

継続実施
ホームページやデータ放送等
のアクセス方法の周知促進

継続実施
広報用チラシの作成に必要な
情報の提供と周知

継続実施
川の防災情報や地デジデータ
放送等の有効性の周知する。

継続実施

防災行動計画（タイムライン）等の作
成・配布による避難行動及びタイミン
グの明確化

　・県管理水位周知河川等の防災行
    動計画（タイムライン）の市町
    村との整理･共有、住民への周
    知、訓練の実施

県管理水位周知河川のタイム
ラインの運用及び検証
タイムラインを活用した訓練
の実施

継続実施

県管理水位周知河川のタイム
ラインの運用及び検証
タイムラインを活用した訓練
の実施

継続実施

県管理水位周知河川のタイム
ラインの運用及び検証
タイムラインを活用した訓練
の実施

継続実施

県管理水位周知河川のタイム
ラインの運用及び検証
タイムラインを活用した訓練
の実施

継続実施
関係機関と連携したタイムラ
インの実施

継続実施
千代川水害タイムラインによ
り訓練を実施

継続実施

　・各家庭毎の「家庭用災害・避難
    カードの作成」の取組推進

総合防災マップ中にわが家の
「防災・緊急情報」メモ掲載
済み

継続実施
各家庭毎の「家庭用災害・避
難カードの作成」の取組推進

継続実施
ハザードマップに添付し取り
組みを推進する。

継続実施
ハザードマップに日頃からの
備えや避難場所を掲載

継続実施
各家庭毎の「家庭用災害・避
難カードの作成」の取組推進

継続実施

円滑な避難を促すわかりやすい避難情
報の伝達文の検討

住民へのわかりやすい避難情
報の伝達文の検討

継続実施
円滑な避難を促すわかりやす
い避難情報の伝達文の検討
（防災無線、CATVなど）

継続実施
防災無線・IP電話・エリア
メール等の情報伝達文の検討

継続実施
防災無線、告知端末、緊急速
報メールでの情報伝達の検討

継続実施
防災無線、HP、CATV、エリア
メール等の情報伝達文の検討

継続実施
円滑な避難を促すわかりやす
い避難情報の伝達文の検討

継続実施

多様な手段での河川情報の提供による
確実な情報伝達

　・河川情報画面の提供先拡大
   （データ放送、ＣＡＴＶ）

河川情報画面の提供先拡大
（データ放送、ＣＡＴＶ）

継続実施

　・プッシュ型の洪水情報の発信
プッシュ型の洪水情報の発信
の検討及び実施

継続実施

　・防災サインの普及促進 防災サインの普及促進 継続実施 防災サインの普及促進 継続実施 防災サインの普及促進 継続実施 防災サインの普及促進の検討 継続実施 防災サインの普及促進 継続実施 防災サインの普及促進 継続実施

千代川水系国管理区間の地域
住民等を対象とした出前講座
の実施
（千代川流域圏会議と連携）

継続実施

重点監視区間の設定と河川監視カメ
ラ・水位計・量水標等の設置（再掲）

■要配慮者利用施設における確実な避難

施設管理者への説明会実施 施設管理者への説明会実施 継続実施 施設管理者への説明会実施 継続実施
避難行動要支援者施設連絡協
議会を通じて説明会を実施

継続実施 施設管理者への説明会実施 継続実施 必要に応じて研修講師の派遣 継続実施
要配慮利用施設管理者向けの
避難行動について説明会を実
施する。

継続実施

避難確保計画の作成や避難訓練実施の
支援

要配慮者利用施設・関係各課
と連携した、情報伝達訓練や
避難訓練の計画の検討

継続実施
情報伝達訓練や避難訓練実施
の支援

継続実施
避難確保計画の作成や避難訓
練実施の支援

継続実施
避難確保計画の作成や避難訓
練実施の支援

継続実施
避難確保計画の作成につい
て、技術的助言を行う。

継続実施

■市町村長による避難指示等の適切な発令のための環境整備

避難指示等の目安となる河川水位情報
の自動配信

避難勧告等の目安となる河川
水位情報の自動配信

継続実施

河川管理者と市町村長とのホットライ
ンの定着

河川管理者と市町村長との
ホットラインの活用

継続実施
河川管理者と市町村長との
ホットラインの活用

継続実施
河川管理者と市町村長との
ホットラインの活用

継続実施
河川管理者と市町村長との
ホットラインの活用

継続実施
河川管理者と町長とのホット
ラインの定着・運用

継続実施
河川管理者と市町村長との
ホットラインの定着

継続実施

過去の洪水時の雨量と水位の関係整理
過去の洪水時の雨量と水位の
関係整理

継続実施

過去の洪水時の大雨パターン
を検証。また水位周知河川の
水位と洪水警報の危険度分布
との対応を検証。

継続実施

わかりやすく切迫性のある河川情報画
面の改良等（再掲）

多様な手段での河川情報の提供による
確実な情報伝達（再掲）

防災行動計画（タイムライン）等の作
成・配布による避難行動及びタイミン
グの明確化（再掲）

重点監視区間の設定と河川監視カメ
ラ・水位計・量水標等の設置（再掲）
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○概ね５年（R4～R8：第２期）で実施する取組の実施状況 〔フォローアップ資料〕  

１．鳥取県の強み「支え愛」による地域防災力の強化

　（１）地域の防災体制づくり

■地域の支え愛防災マップづくりを通した地域防災力向上の取組

鳥取市 ○
要請に応じて総合的な災害図上訓練を防災コーディネーター
が地域の防災講習等で実施

継続実施

岩美町 △
コロナ感染状況から地域防災活動協力員養成講座を中止
要請に応じて防火学習を実施

地域防災活動協力員養成講座を開催

若桜町 △ 要請に応じて随時実施 引き続きコロナ感染対策に留意して実施

智頭町 ○ 要請に応じて随時実施した。 引き続き要請に応じて実施する。

八頭町 ○ 要請に応じて随時実施 引き続きコロナ感染対策に留意して実施

鳥取県 ○ 要請に応じて随時実施 引き続きコロナ感染対策に留意して実施 （危機管理局）

気象台 ○ 要請に応じて随時実施 引き続きコロナ感染対策に留意して実施

国交省 ○ 要請に応じて随時実施 継続実施

鳥取市 ○ 4団体で作成 継続実施

岩美町 ○ 支え愛マップの作成支援を実施 引き続き作成支援を実施

若桜町 ○ 福祉・防災・集落担当の連携による作成支援を実施 引き続き作成支援を実施

智頭町 ○ 町社協と連携し、支え愛マップの見直し等の支援を行った。 引き続き支援を実施する。

八頭町 ○ 支え愛マップの作成支援を実施 引き続き作成支援を実施

鳥取県 ○ 支え愛マップの作成支援を実施（３１地域） 引き続き作成支援を実施 （危機管理局）

鳥取市 ○ 明徳地区防災マップの作成・訓練実施 継続実施

岩美町 △ コロナ感染状況から規模を縮小した訓練の実施 マップを活用した図上訓練を実施

若桜町 ○ 防災訓練の実施及び、訓練後の支え愛マップの検証 引き続き取組支援を実施

智頭町 ○
町防災訓練を実施し、各集落の支え愛マップの検証を行っ
た。

引き続き取組を実施する。

八頭町 － コロナ感染症対策のため防災訓練を中止 引き続き取組支援を実施

鳥取県 ○ 支え愛マップ等を活用した防災訓練の支援を実施 引き続き取組支援を実施 （危機管理局）

■住民主体の防災体制づくりの推進

鳥取市 ○ 防災リーダーフォローアップ研修の実施 継続実施

岩美町 △
コロナ感染状況から地域防災活動協力員養成講座を中止
県開催の研修に参加

地域防災活動協力員養成講座を開催。防災士養成の実施

若桜町 ○ 防災士資格取得者増加の促進、研修会参加呼びかけの継続 引き続き取組支援を実施

智頭町 ○ 町職員9名が防災士養成研修を受講した。 研修会に参加する。

八頭町 ○ 防災士養成研修の受講及び研修会を実施 研修の継続

鳥取県 ○ 防災士養成研修、地域防災リーダースキルアップ研修を実施 研修の継続 （危機管理局）

気象台 ○ 要請に応じて随時実施 要請に応じて随時実施

鳥取市 ○ 防災コーディネーター、防災指導員、防災リーダーの派遣 継続実施

岩美町 ○
コロナ感染状況から地域防災活動協力員養成講座を中止
自主防災組織の研修に防災士を派遣

地域防災活動協力員養成講座を開催。防災士派遣を継続実施

若桜町 ○ 自主防災組織の研修・訓練に消防防災専門員を派遣 継続実施

智頭町 ○ 要請に応じて随時実施した。 引き続き要請に応じて実施する。

八頭町 ○ 避難所運営学習会を実施 学習会等の継続

鳥取県 ○ 自主防災組織等の研修、講師の派遣を実施 研修実施、アドバイザー派遣等の継続 （危機管理局）

気象台 ○ 自主防災組織等の研修、講師の派遣を実施 自主防災組織等の研修、講師の派遣を実施

国交省 ○ 地元小学校や自治会の要請に応じて実施 継続実施

鳥取市 ○
自主防災会連絡協議会への支援、地区、消防団が連携した訓
練の実施

継続実施

岩美町 ○ 防災訓練を実施 防災訓練の継続実施

若桜町 ○ 自主防災組織と消防団による合同訓練の実施 継続実施

智頭町 ○
自主防災組織への支援に関する情報提供や、消防団と連携し
た避難訓練を実施した。

引き続き取組を実施する。

八頭町 ○ 研修会及び消防団との合同訓練を実施 研修会及び合同訓練等の継続

鳥取県 ○ 防災・危機管理対策交付金等により市町村の財政支援を実施 支援の継続 （危機管理局）

R4年度の
取組状況

摘　　要
R5年度の
取組予定

項目 事項 項　目

防災学習、出前講座等の実施

現場点検やワークショップを交えた
支え愛防災マップの作成支援

（

評
価
）

実施機関

マップ等を活用した防災訓練の実施

防災リーダーの育成

自主防災組織等の研修、講師の派遣

自主防災組織への支援と消防団活動
への理解促進と両者の連携

前倒しで実施：◎

予定通り実施：○

作業中：△

未着手：×

R４年度対象外：－
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R4年度の
取組状況

摘　　要
R5年度の
取組予定

項目 事項 項　目

（

評
価
）

実施機関

前倒しで実施：◎

予定通り実施：○

作業中：△

未着手：×

R４年度対象外：－

■安全で安心して過ごせる避難所の開設

鳥取市 ○ 必要な資機材の整備及び迅速な配備態勢の構築 継続実施

岩美町 ○ 物品の整備を実施 継続実施

若桜町 ○ 資機材整備の充実と分散配置等の適切な配備体制の構築
訓練等で消費する保存食等の消耗品の適宜補充、充実強化を
図る

智頭町 ○ 必要な資機材の整備を行った。 引き続き実施する。

八頭町 ○ 必要な資機材、備蓄物品を整備 引き続き必要な資機材、備蓄物品の整備に努める

鳥取県 ○
県と市町村で役割分担して低コストで効率的な連携備蓄を
行っている。

引き続き連携備蓄に取り組む。 （危機管理局）

国交省 ○ 自治体と協同して体制の検討を行う 継続実施

鳥取市 ○ 地域住民等を対象とした出前講座の実施 継続実施

岩美町 ○ 広報誌による啓発を実施 継続実施

若桜町 ○ 研修会、広報誌等による啓発を実施 継続実施

八頭町 ○ 町報及びチラシでの周知、老人会等での啓発を実施 引き続き実施

鳥取県 ○
HP及び県政だより記事掲載等により県民への普及啓発を実
施。

引き続きHP等による県民への普及啓発に努める。 （危機管理局）

国交省 ○ 事務所ＨＰにおいてマイタイムラインの周知 継続実施

鳥取市 ○ 地域住民等を対象とした出前講座やＨＵＧの実施 継続実施

岩美町 ○ 防災訓練にて避難所運営訓練を実施 継続実施

若桜町 ○ 避難所開設訓練、研修会を通じて体制づくりの啓発を実施 継続実施

鳥取県 ○
避難所運営研修の実施や、避難所運営マニュアルを提示によ
り、市町村の避難所運営体制整備を支援

引き続き市町村の避難所運営体制整備を支援 （危機管理局）

国交省 ○ 自治体と協同して体制の検討を行う 継続実施

　（２）住民の水害に対する心構えと知識を備える方策

■防災学習・教育、意識啓発

鳥取市 ○ 教育委員会や小中学校とも連携した防災教育の促進 継続実施

岩美町 ○ 小中学校等と連携した防災教育を実施 継続実施

若桜町 ○ 小中学校と連携した防災教育の推進 継続実施

智頭町 ○ 小中学校への防災教育を行った。 引き続き実施する。

八頭町 ○ 小学校で防災教育を実施 引き続き教育現場と連携し防災教育を実施

○ 小中学校等と連携し、防災教育を４回実施 引き続き教育現場と連携し防災教育を実施 （鳥取県土）

○ 小中学校等と連携し、防災教育を２回実施 引き続き教育現場と連携し防災教育を実施 （八頭県土）

気象台 ○ 県教育委員会と連携し、防災教育を25回実施 引き続き教育現場と連携し防災教育を実施

国交省 ○ 要請に応じて随時実施 継続実施 R4実績:扶桑小学校(出前講座)、久松小学校(防災資料提供)

住民の意識啓発、地域の防災学習等
の継続的取組

鳥取市 ○ シンポジウムへの参加及び広報周知 継続実施

岩美町 ○ 研修会への参加及び周知を実施 継続実施

若桜町 △ 県と連携したシンポジウム等への参加及び広報周知 継続実施

智頭町 × 引き続き参加・周知する。

八頭町 － コロナ感染症対策のため取組なし 引き続きコロナ感染対策に留意して取組む

鳥取県 ○ 10月26日郷土づくりシンポジウムを開催（後援） 引き続きコロナ感染対策に留意して実施 （河川課）

気象台 － 令和4年は未実施 要請に応じて実施

鳥取市 ○ 地域住民等を対象とした防災講習会等の実施 継続実施

岩美町 ○ 自主防災組織の研修会に、防災士を派遣 継続実施

若桜町 △ 消防防災専門員により実施 継続実施

智頭町 ○ 支え愛マップ事業内で実施した。 引き続き実施する。

八頭町 ○ 集落等で防災学習会を実施 引き続きコロナ感染対策に留意して実施

○ 地域の防災学習会や出前講座を実施 引き続きコロナ感染対策に留意して実施 （鳥取県土）

－ 令和4年は未実施 コロナ感染対策に留意して実施 （八頭県土）

気象台 ○ 要請に応じて随時実施 要請に応じて随時実施

国交省 ○ 地元小学校や自治会の要請に応じて実施 継続実施 R4実績:扶桑小学校(出前講座)、久松小学校(防災資料提供)

鳥取県

鳥取県

　・水害・土砂災害等に関する
    シンポジウム

　・地域の防災学習会、出前講座等

必要な資機材の整備及び迅速な配備
態勢の構築

家庭における防災備蓄の充実と避難
所への持参、持ち寄りの啓発

住民による避難所自主開設の体制整
備

鳥取型防災学習の充実・拡大・防災
教育の促進
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R4年度の
取組状況

摘　　要
R5年度の
取組予定

項目 事項 項　目

（

評
価
）

実施機関

前倒しで実施：◎

予定通り実施：○

作業中：△

未着手：×

R４年度対象外：－

■行政等の防災力向上

鳥取市 ○ 研修への参加 継続実施

岩美町 ○ 研修会への参加 継続実施

若桜町 ○ 研修会への参加 継続実施

智頭町 ○ 研修会に参加した。 引き続き研修会に参加する。

八頭町 － コロナ感染症対策のため取組なし 引き続きコロナ感染対策に留意して取組む

鳥取県 ○ 出水期前に研修実施（書面開催） 引き続きコロナ感染対策に留意して実施

気象台 ○ Web会議を使って防災担当者へ年3回実施 必要に応じて実施

国交省 ○ 出水期前に鳥取市長とのレクや防災担当者向けの会議を実施 継続実施

鳥取市 ○ 要配慮者利用施設へ鳥取市防災ラジオ配布 情報伝達の実施

岩美町 △ 福祉避難所連絡協議会の開催に向け準備中 協議会の開催

若桜町 ○ 要配慮者施設との情報共有及び連絡体制の強化 継続実施

智頭町 ○ 実施した。 引き続き実施する。

八頭町 － コロナ感染症対策のため取組なし 引き続きコロナ感染対策に留意して取組む

２．鳥取方式による地域と一体となった効率的な水防・河川管理の実施と治水対策

　（１）河川・堤防機能の脆弱性評価を活用したハード対策の推進

■洪水を未然に防ぐためのハード対策の推進

鳥取市 ○
１箇所で河川改修工事を実施（内海川）、堆積土砂管理計画
による浚渫を実施

引き続き実施 （今回追加）

○ 河川改修の実施、樹木伐採・河道掘削の実施 引き続き実施 （鳥取県土）

○ ２箇所で対策工事を実施 引き続き実施 （八頭県土）

○ 河川改修を実施 引き続き実施 （鳥取県土）

－ 未実施 実施予定 （八頭県土）

鳥取市 ○ 堆積土砂管理計画による浚渫を実施 引き続き実施

○ 河川維持管理計画、長寿命化計画による維持管理を実施 引き続き実施 （鳥取県土）

○ 河川維持管理計画、長寿命化計画による維持管理を実施 引き続き実施 （八頭県土）

■危機管理型ハード対策の推進

○ 堤防天端舗装を実施 引き続き実施 （鳥取県土）

○ ２所で舗装工事を実施 引き続き実施 （八頭県土）

　（２）河川・堤防機能の脆弱性評価を活用した水防体制の強化・効率化

■避難行動、水防活動に資する基盤等の整備

鳥取市 ○ ２地区にカメラ・水位計を設置 － （今回追加）

－ － 実施予定 （鳥取県土）

○ ３箇所に量水標を設置 引き続き実施 （八頭県土）

■水防活動の効率化及び水防体制の強化に関する取組

ＩＣＴの活用や住民等との協働によ
る河川巡視･点検の効率化

　・ＩＣＴの導入による危険箇所
    の定点観測と経年データの蓄積

鳥取県 ○ 河川監視カメラ、水位情報のデータ蓄積 継続実施 （河川課）

－ コロナ感染症対策のため取組なし 引き続きコロナ感染対策に留意して取組む （鳥取県土）

○ 職員ＯＢの防災ボランティアによる点検を実施 継続実施 （八頭県土）

鳥取県

重点監視区間の設定と河川監視カメ
ラ・水位計・量水標等の設置

　・点検を担う人材育成
   （一般住民、防災ボランティア
    等）

鳥取県

鳥取県
堤防の浸透対策、パイピング対策を
実施

重点的に流下能力対策を推進

河川管理者及び市町村長、防災担当
者への研修

市町村と要配慮者施設との情報伝
達・共有化の体制づくり

鳥取県

堤防天端の保護を目的とした舗装を
実施

鳥取県

鳥取県

計画的な予防保全型維持管理の推進

38



○概ね５年（R4～R8：第２期）で実施する取組の実施状況 〔フォローアップ資料〕  

R4年度の
取組状況

摘　　要
R5年度の
取組予定

項目 事項 項　目

（

評
価
）

実施機関

前倒しで実施：◎

予定通り実施：○

作業中：△

未着手：×

R４年度対象外：－

水防団・住民等との協働による水防
体制づくり

鳥取市 ○ 重点監視区間の設定及び役割分担の検討 継続実施

岩美町 △ 水防団との協議を実施 重点監視区間の設定

若桜町 ○ 重点監視区間の設定及び役割分担の検討 継続実施

智頭町 ○ 町水防訓練にて連携・役割分担の確認を行った。 引き続き実施する。

八頭町 － コロナ感染症対策のため取組なし 引き続きコロナ感染対策に留意して取組む

鳥取県 － （コロナ感染状況から水防訓練を中止） 水防訓練等を実施 （河川課）

鳥取市 ○ システム（みつけたろう）による通報受け 継続実施

岩美町 ○ 連絡体制を確認 継続実施

若桜町 ○ 連絡体制の確認・構築 継続実施

智頭町 ○
集落・町内会世話人を通じて相互に連絡・情報提供を行っ
た。

引き続き実施する。

八頭町 ○ 防災行政無線等で地域住民からの情報提供の呼びかけを実施 継続実施

鳥取県 ○ 公共施設管理サポーター制度を運用 継続実施 （河川課、鳥取県土）

水防体制の強化

鳥取市 ○
重要水防箇所の見直しと水防団等との共同点検及び水防資機
材の確認

継続実施

岩美町 ○ 水防資機材の確認を実施 継続実施

若桜町 ○
重要水防箇所の見直しと水防団との共同点検及び資機材の確
認

継続実施

智頭町 ○ 水防訓練にて水防資器材の確認を実施した。 引き続き実施する。

八頭町 － コロナ感染症対策のため取組なし 引き続きコロナ感染対策に留意して取組む

○ 水防体制に反映 継続実施 （河川課）

○ 水防資器材の確認を実施 継続実施 （鳥取県土）

○ 水防資器材の確認を実施 継続実施 （八頭県土）

国交省 ○ 重要水防箇所の見直しと水防資器材の確認を実施 継続実施

鳥取市 ○ 水防団員(消防団員）確保のための広報等の検討及び実施 継続実施

岩美町 △ 団組織の見直しを実施 団員確保に係る取組を実施

若桜町 ○ 水防団員確保のための広報等の検討及び実施 継続実施

智頭町 ○ 団員候補者への戸別訪問を行った。 引き続き実施する。

鳥取県 － 必要に応じて市町村の取組を支援 継続実施 （河川課）

鳥取市 ○ 水防団間での広域的な連携･協力の検討 継続実施

岩美町 × 広域的連携について協議、未実施 広域的な連携・協力の検討

若桜町 ○ 水防団間の広域的な連携・協力体制に関する検討 継続実施

智頭町 × 取組実績無し。 県水防訓練にて実施予定。

八頭町 － コロナ感染症対策のため取組なし 引き続きコロナ感染対策に留意して取組む

鳥取県 － 必要に応じて市町村の取組を支援 継続実施 （河川課）

鳥取市 ○
コロナによる総合防災訓練は中止としたが、啓発展示等を実
施

総合防災訓練の実施

岩美町 ○ 防災訓練実施。水防訓練はコロナ感染状況から中止 防災訓練・水防訓練の実施

若桜町 ○ 町防災訓練を実施 継続実施

智頭町 ○ 山形地区にて実施した。 那岐地区にて実施予定。

八頭町 － コロナ感染症対策のため防災訓練を中止 引き続き取組を実施

鳥取県 ○
コロナ感染状況から実地訓練は中止し、WEBによる水防工法
を講習を実施

引き続きコロナ感染対策に留意し、工夫して実施 （河川課）

気象台 ○ 防災訓練への協力 要請に応じて実施

国交省 ○ 行政機関や地元消防団などの要請に応じて実施 継続実施 R4は県主催の防災訓練がＷＥＢ開催となったので実績なし

岩美町 × 活用検討未実施 活用検討の実施

鳥取県 △ 水防体制に掲載まで 継続実施 （河川課）

鳥取県

　・水防に関する広報の充実
   （水防団確保に係る取組）

　・水防団間での広域的な連携･
    協力に関する検討

　・出水時における水防団と
    市町村との連携･役割分担
    の確認及び検討

　・地域住民からの情報提供等の
    双方向での連絡体制の構築

　・重要水防箇所の見直しと
    水防団等との共同点検
　　及び水防資器材の確認

　・河川防災ステーションの活用

　・総合防災訓練・水防講習会
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R4年度の
取組状況

摘　　要
R5年度の
取組予定

項目 事項 項　目

（

評
価
）

実施機関

前倒しで実施：◎

予定通り実施：○

作業中：△

未着手：×

R４年度対象外：－

　（３）平成29年九州北部豪雨や台風豪雨を踏まえた警戒避難体制の整備・対策

■既存施設の運用・警戒避難体制の整備・対策等に関する取組

鳥取市 ○ 樋門操作研修会の開催、緊急排水ポンプの早期配備 継続実施

岩美町 ○ 樋門等の運用方法の確認実施 継続実施

若桜町 ○ 樋門施設等の確実な運用体制の確保と警戒避難体制の整備 継続実施

智頭町 ○ 樋門開閉委託１箇所 樋門開閉委託１箇所

八頭町 － コロナ感染症対策のため取組なし 引き続きコロナ感染対策に留意して取組む

○ 電動ドリルによる樋門操作の簡易電動化を実施 継続実施 （河川課）

○ 電動ドリルによる樋門操作の簡易電動化を実施 継続実施 （鳥取県土）

○ 電動ドリルによる樋門操作の簡易電動化を５箇所実施 継続実施 （八頭県土）

国交省 ○
出水期前に樋門管理者との合同点検および資機材の確認を実
施

継続実施

ダムの柔軟な運用について、操作規
則等の総点検の実施

鳥取県 ○ 操作規則等の総点検を実施 継続実施 （鳥取県土）

鳥取市 ○ 情報伝達訓練参加 継続参加

若桜町 ○
ダム放流情報の連絡体制、流域住民への伝達手順の確認・検
証

継続実施

智頭町 ○ IP告知端末にて情報伝達。 引き続き実施する。

八頭町 ○ 伝達方法や連絡体制の確認を実施 継続実施

鳥取県 ○ 訓練実施 継続実施 （鳥取県土）

国交省 ○ 出水期前に情報伝達訓練を実施 継続実施

■流域一帯となった総合的な流木対策の推進

流木による閉塞トラブルスポットの
抽出と代表流域における総合的な流
木対策の推進

鳥取県 ○
計画に基づき実施（塩見川河川改修による塩見橋架替設計を
実施）

継続実施 (河川課、鳥取県土）

■市町村庁舎や災害拠点病院等の自衛水防の推進に関する事項

鳥取市 ○
情報伝達体制･方法の充実検討・庁舎間のテレビ会議システ
ムの運用

継続実施

岩美町 ○ 情報伝達方法の検討 継続実施

若桜町 ○ 情報伝達体制・方法の検討 継続検討

智頭町 ○ 職員参集メールを活用して実施した。 引き続き実施する。

八頭町 ○ 情報共有システム等の活用実施 継続実施

鳥取市 △
環境下水道部庁舎、総合支所、病院等の浸水対策の点検、検
討

継続実施

岩美町 △ 非常用発電整備済 耐水化について検討

若桜町 △ 役場庁舎の耐水化・非常用発電機の整備検討 継続検討

智頭町 × 検討中 検討中

  ■ダム放流の安全・避難対策

利水調整関係者協議と事前放流の積
極的実施に関する利水調整

鳥取県 ○ 対象全ダムと協定締結し運用中 継続実施 （鳥取県土）

鳥取県 × 長期的に検討 継続検討 （河川課）

国交省 × 長期的に検討 継続検討

ダム下流の浸水想定区域図の作成 国交省 △ 関係機関と公表に向けた協議を行い、令和4年度末に公表 －

鳥取市 ○
防災リーダーへの伝達方法、緊急速報（エリア）メールを
使った情報発信方法の検討・鳥取市防災アプリの運用開始

継続実施

若桜町 ○
防災カメラの活用
水位計・量水標の設置、広報周知の検討

継続実施

智頭町 ○
IP告知端末、スマートフォンアプリにて道路・河川カメラの
確認が可能になった。

新たな情報発信方法の検討・改良。

鳥取県 ○ 水位計、ライブカメラを活用実施 継続実施 （鳥取県土）

国交省 ○ サイレンの増設を実施済み 必要に応じて文章変更など情報発信方法を検討

鳥取市 ○
要配慮者利用施設・関係各課と連携した、情報伝達訓練や避
難訓練の計画の検討

継続実施

若桜町 ○ 流域集落への広報・説明会の実施 継続実施

智頭町 ○ 中国電力による広報での周知。 中国電力による説明の実施。

鳥取県 ○ 流域集落（１地区）への広報・説明会の実施 継続実施 （鳥取県土）

国交省 ○ ダム放流情報の伝達方法や連絡体制の検討及び訓練の実施 継続実施

鳥取県

ダム放流情報の伝達方法や連絡体制
の検討及び訓練の実施

浸水常襲地区等における排水施設･資
機材及び樋門等の確実な運用と警戒
避難体制の整備、排水対策の推進

市町村庁舎や災害拠点病院等の施設
関係者への情報伝達の充実

市町村庁舎や災害拠点病院等の機能
確保のための対策（耐水化、非常用
発電等の整備）

流入量予測の精度向上

水位計、ライブカメラの設置、警報
車からのアナウンス改善等新たな情
報発信方法の検討

ダム放流時の安全な避難体制につい
て関係者で協議を進める
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○概ね５年（R4～R8：第２期）で実施する取組の実施状況 〔フォローアップ資料〕  

R4年度の
取組状況

摘　　要
R5年度の
取組予定

項目 事項 項　目

（

評
価
）

実施機関

前倒しで実施：◎

予定通り実施：○

作業中：△

未着手：×

R４年度対象外：－

鳥取県 ○ 堆砂対策（掘削）を実施 継続実施 （鳥取県土）

国交省 ○ 堆砂量の調査を実施 継続実施

鳥取市 × ダム異常放流時を想定した避難訓練を実施 継続実施

若桜町 ○ ダム放流によるリスクと早めの避難の重要性を周知する 継続実施

智頭町 ○ 中国電力による広報での周知。 中国電力による説明の実施。

鳥取県 ○ 流域集落（１地区）への広報・説明会の実施 継続実施 （鳥取県土）

国交省 ○ 見学会などで周知を行う。
見学会などは引き続き実施し、合わせてダム下流の浸水想定
区域図の周知する。

防災リーダー育成、避難タイムライ
ン作成、避難訓練の実施

鳥取県 － コロナ感染症対策のため取組なし 引き続きコロナ感染対策に留意して取組む （鳥取県土）

３．住民の避難を促す鳥取県の実情を踏まえた水害リスク情報等の提供

　（１）水害リスク情報等の共有

■水位周知河川等の水害リスク情報等の共有

鳥取市 △ 水位周知河川の追加指定への協力、検討 継続実施

岩美町 ○ 水位周知河川の追加指定について検討 継続実施

若桜町 △ 水位周知河川の追加指定の検討 継続検討

智頭町 × 検討 検討

八頭町 × 長期的に検討 継続検討

鳥取県 × 追加制定無し 必要に応じ検討 （河川課）

鳥取市 ○ 浸水実績なし 継続実施

岩美町 ○ 住民へ周知 継続実施

若桜町 ○ 浸水実績等の住民への周知 継続実施

智頭町 × 検討 検討

八頭町 － 浸水実績の関係で未実施 継続実施

鳥取県 ○ 浸水リスク図のＨＰ掲載 継続実施 （河川課）

■水位周知河川等に指定されていない河川の水害リスク情報等の共有

鳥取市 △ 内水浸水想定区域の提供 継続実施 （今回追加）

鳥取県 ○ 洪水浸水想定区域のＨＰ掲載 継続実施 （河川課）

浸水実績等の周知（再掲）

■県内河川の現状を踏まえた避難判断等基準の検討

鳥取市 ○ 県より示された避難判断基準（水位）での運用 継続実施

岩美町 ○ 県より示された避難判断基準の運用 継続実施

八頭町 ○ 内部で判断基準を検討 継続検討

鳥取県 ○ 継続運用 継続運用 （河川課）

鳥取市 ○ 県より示された指標に基づく基準の検討 継続実施

岩美町 △ 検討中 県より示された指標に基づく基準を検討

若桜町 ○ 避難情報の判断基準の検討 継続検討

智頭町 × 検討 検討

八頭町 ○ 内部で判断基準を検討 継続検討

鳥取県 ○ 河川情報の提供強化（カメラ、水位計） 継続実施 （河川課）

気象台 ○ 注意報、警報等により周知 注意報、警報等により周知

　（２）円滑かつ迅速な避難の実現

■住民等の主体的な避難の促進

避難行動に直結するハザードマップ
の改良

鳥取市 ○ 必要に応じたハザードマップの改良 継続実施

岩美町 △ 検討中 必要に応じて改良

若桜町 ○ 必要に応じたハザードマップの改良 継続実施

智頭町 × 継続検討 更新に併せて検討

八頭町 ○ R5.3ハザードマップ修正 継続実施

鳥取県 △ その他河川の浸水想定検討開始 その他河川の浸水想定作成開始 （河川課）

堆砂対策の推進

水位周知河川等の指定促進

県の実情を踏まえた早めの避難判断
基準（水位）の運用

水位周知河川等に指定されていない
河川の避難指示等の目安（雨量情
報、降雨指標等）の検討

ダム機能、ダムの放流によるリスク
の住民周知

　・住民にわかりやすいハザード
    マップの作成・改良

想定最大規模の洪水浸水想定区域等
の提供

浸水実績等の周知
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○概ね５年（R4～R8：第２期）で実施する取組の実施状況 〔フォローアップ資料〕  

R4年度の
取組状況

摘　　要
R5年度の
取組予定

項目 事項 項　目

（

評
価
）

実施機関

前倒しで実施：◎

予定通り実施：○

作業中：△

未着手：×

R４年度対象外：－

鳥取市 ○
想定最大規模降雨による洪水浸水想定区域図に基づく避難場
所の検討

継続実施

岩美町 △ 検討中 継続して検討

八頭町 △ 内部で判断基準を検討 継続検討

鳥取県 ○ 南部町・日南町間での広域避難訓練の実施を支援 広域避難体制の整備等を行う市町村に補助金を支給 （危機管理局）

国交省 ○ 自治体と協同して体制の検討を行う 継続実施

鳥取市 ○
鳥取市地図情報サービスを活用した情報提供
内水浸水想定区域図の一部公表（ホームページ）

継続実施

岩美町 △ 検討中 継続して検討

八頭町 ○ 内部で判断基準を検討 継続検討

鳥取県 ○ 浸水深表示板を設置 必要に応じて継続実施 （河川課）

　・スマートフォン等の位置情報
    を活用した情報の入手システム
    の検討

鳥取県 ○ 防災アプリにおいて避難所経路、防災カメラ情報を提供 継続実施 （危機管理局）

わかりやすく切迫性のある河川情報
画面の改良等

若桜町 ○ ホームページに掲載 継続実施

鳥取県 ○ 河川カメラHPの微修正 必要に応じて継続実施 （河川課）

気象台 ○ 必要に応じて随時実施 必要に応じて随時実施

鳥取市 ○ 各種広報媒体を活用しての周知 継続実施

岩美町 ○ 各種媒体にて周知 継続実施

若桜町 ○ 町広報誌等により周知を図る 継続実施

智頭町 △ ホームページの防災関係ページへのバナーの改良。 検討

八頭町 ○ 防災学習会等で周知 継続実施

鳥取県 ○ 県公報を活用 必要に応じ継続実施 （河川課）

気象台 ○ 必要に応じて随時実施 必要に応じて随時実施

国交省 ○ 川の防災情報や地デジデータ放送等の有効性を周知 継続実施

防災行動計画（タイムライン）等の
作成・配布による避難行動及びタイ
ミングの明確化

鳥取市 ○
県管理水位周知河川のタイムラインの運用及び検証
タイムラインを活用した訓練の実施

継続実施

岩美町 ○ タイムラインの運用 訓練実施

八頭町 － コロナ感染症対策のため取組なし 引き続きコロナ感染対策に留意して取組む

鳥取県 ○ 出水後に運用の検証実施 継続実施 （河川課）

気象台 ○ 必要に応じて随時実施 必要に応じて随時実施

国交省 ○ 事務所ＨＰにおいてマイタイムラインの周知 継続実施

鳥取市 ○ 総合防災マップ中にわが家の「防災・緊急情報」メモ掲載 継続実施

岩美町 ○ ハザードマップにて周知 継続実施

若桜町 ○
防災ハザードマップに災害に関する情報・備え、避難場所、
準備品等を掲載

継続実施

八頭町 ○ ハザードマップに日頃からの備えや避難場所を掲載 継続実施

鳥取県 ○ 家族も含めた自助・共助による避難行動の重要性の周知 家族も含めた自助・共助による避難行動の重要性の周知 （危機管理局）

鳥取市 ○ 住民へのわかりやすい避難情報の伝達文の検討 継続実施

岩美町 ○ 避難情報の伝達文について、その都度検討し運用 継続実施

若桜町 ○
防災行政無線、ＩＰ告知端末、エリアメール等の応報伝達文
の検討

継続検討

智頭町 × 検討 検討

八頭町 ○ 内部で避難情報の伝達文を見直し検討 継続検討

鳥取県 － 必要に応じ市町村の相談に対応 必要に応じ市町村の相談に対応 （危機管理局）

　・広域避難等の判断基準や避難
    場所等の確保についての検討

　・電子版の公表や想定浸水深等
    のまちなかでの表示の検討

　・ホームページやデータ放送等の
    わかりやすい画面への改良や説
    明の表示

　・ホームページやデータ放送等の
    アクセス方法の周知促進

　・県管理水位周知河川等の防災行
    動計画（タイムライン）の市町
    村との整理･共有、住民への周
    知、訓練の実施

　・各家庭毎の「家庭用災害・避難
    カードの作成」の取組推進

円滑な避難を促すわかりやすい避難
情報の伝達文の検討
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○概ね５年（R4～R8：第２期）で実施する取組の実施状況 〔フォローアップ資料〕  

R4年度の
取組状況

摘　　要
R5年度の
取組予定

項目 事項 項　目

（

評
価
）

実施機関

前倒しで実施：◎

予定通り実施：○

作業中：△

未着手：×

R４年度対象外：－

多様な手段での河川情報の提供によ
る確実な情報伝達

　・河川情報画面の提供先拡大
   （データ放送、ＣＡＴＶ）

鳥取県 △
CATVに相談したが、順送りの画像なのでほしい情報をタイミ
ングよく見れないというため、見送った。

データ放送について継続検討 （河川課）

　・プッシュ型の洪水情報の発信 鳥取県 ○ とりぴーメールの活用 継続実施 （河川課）

鳥取市 ○ 防災サインの普及促進(避難所案内板等の設置） 継続実施

岩美町 × 未実施 防災サインの普及促進

若桜町 △ 防災サインの普及促進 継続実施

智頭町 × 検討 検討

八頭町 △ 防災研修会等で普及促進 引き続きコロナ感染対策に留意して取組む

鳥取県 ○ HPで動画による周知 継続実施 （河川課）

国交省 ○
千代川水系国管理区間の地域住民等を対象とした出前講座の
実施

継続実施

重点監視区間の設定と河川監視カメ
ラ・水位計・量水標等の設置（再
掲）

■要配慮者利用施設における確実な避難

鳥取市 ○ 施設管理者へ個別に説明 継続実施

岩美町 × 未実施 説明会の実施

八頭町 － コロナ感染症対策のため取組なし 引き続きコロナ感染対策に留意して取組む

鳥取県 － 必要に応じ市町村等の相談に対応 必要に応じ市町村等の相談に対応 （危機管理局）

気象台 × 要望の聞き取りなどに着手

国交省 ○
各関係施設において、より実践的な避難確保計画とするため
避難訓練を実施し、防災行動計画（タイムライン）の作成を
支援。

自治体や要配慮者利用施設等の支援を実施。

鳥取市 ×
要配慮者利用施設・関係各課と連携した、情報伝達訓練や避
難訓練の計画の検討

継続実施

岩美町 ○ 避難確保計画の作成支援 訓練実施の支援

八頭町 ○ 避難確保計画の作成や避難訓練の支援実施 継続実施

鳥取県 － 必要に応じ市町村等の相談に対応 必要に応じ市町村等の相談に対応 （危機管理局）

国交省 ○
各関係施設において、より実践的な避難確保計画とするため
避難訓練を実施し、防災行動計画（タイムライン）の作成を
支援。

自治体や要配慮者利用施設等の支援を実施。

■市町村長による避難指示等の適切な発令のための環境整備

避難指示等の目安となる河川水位情
報の自動配信

鳥取県 ○ 水位到達情報の発信 継続実施 （河川課）

鳥取市 ○ 河川管理者と市町村長とのホットラインの活用（訓練実施） 継続実施

岩美町 ○ ホットライン活用 継続実施

若桜町 ○ 河川管理者と町長とのホットラインの活用 継続実施

智頭町 ○ 活用中 活用予定

八頭町 ○ ホットラインの協議及び確認 継続実施

○ ホットライン活用 継続実施 （鳥取県土）

－ 具体的な活用はなし。 河川管理者と町長とのホットラインの活用実施 （八頭県土）

鳥取県 × 未実施 必要に応じ実施 （河川課）

気象台 ○ 水害統計により精査 水害統計により精査

わかりやすく切迫性のある河川情報
画面の改良等（再掲）

多様な手段での河川情報の提供によ
る確実な情報伝達（再掲）

防災行動計画（タイムライン）等の
作成・配布による避難行動及びタイ
ミングの明確化（再掲）

重点監視区間の設定と河川監視カメ
ラ・水位計・量水標等の設置（再
掲）

鳥取県

避難確保計画の作成や避難訓練実施
の支援

河川管理者と市町村長とのホットラ
インの定着

過去の洪水時の雨量と水位の関係整
理

施設管理者への説明会実施

　・防災サインの普及促進
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